








４ 申請手続 

先取りを希望し申請しようとする者(以下「申請者」という。)は、所定の期日まで

に、次の各号に掲げる書類を、教育学研究科長(以下「研究科長」という。)へ提出しな

ければならない。 

（１）教職大学院先取り履修願書 

（２）その他本学が必要と認める書類 

 

５ 先取りの許可 

研究科長は、本学大学院教育学研究科教職実践専攻会議の議を経て、申請のあった先

取り履修を許可するか否かを決定し、申請者に選考結果を通知する。 

 

６ 先取り履修の取り消し 

研究科長は、先取り履修生が学業成績不振等のため、許可された先取り履修の期間内

の卒業の見込みがなくなった場合、または学修状況が著しく不良であると認められる場

合、その他先取り履修を継続することが不適当と判断される場合は、本学大学院教育学

研究科教職実践専攻会議の議を経て、先取りの許可を取り消すことができる。 

 

７ 修得した単位の取り扱い 

先取りにより修得した授業科目の単位は、本学教職大学院へ入学した場合に限り、

「福岡教育大学大学院既修得単位等の認定について（重要通知）」の規定するところに

より、当該学生の申請に基づき、入学前の既修得単位として教職大学院の修了要件単位

として認定する。なお、先取りにより修得した授業科目の単位は、学部卒業要件単位に

は算入しない。 

 

８ 授業料 

先取り履修生が履修する教職大学院の授業科目に係る授業料は、徴収しない。 
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４ 申請手続 

先取りを希望し申請しようとする者(以下「申請者」という。)は、所定の期日まで

に、次の各号に掲げる書類を、教育学研究科長(以下「研究科長」という。)へ提出しな

ければならない。 

（１）教職大学院先取り履修願書 

（２）その他本学が必要と認める書類 

 

５ 先取りの許可 

研究科長は、本学大学院教育学研究科教職実践専攻会議の議を経て、申請のあった先

取り履修を許可するか否かを決定し、申請者に選考結果を通知する。 

 

６ 先取り履修の取り消し 

研究科長は、先取り履修生が学業成績不振等のため、許可された先取り履修の期間内

の卒業の見込みがなくなった場合、または学修状況が著しく不良であると認められる場

合、その他先取り履修を継続することが不適当と判断される場合は、本学大学院教育学

研究科教職実践専攻会議の議を経て、先取りの許可を取り消すことができる。 

 

７ 修得した単位の取り扱い 

先取りにより修得した授業科目の単位は、本学教職大学院へ入学した場合に限り、

「福岡教育大学大学院既修得単位等の認定について（重要通知）」の規定するところに

より、当該学生の申請に基づき、入学前の既修得単位として教職大学院の修了要件単位

として認定する。なお、先取りにより修得した授業科目の単位は、学部卒業要件単位に

は算入しない。 

 

８ 授業料 

先取り履修生が履修する教職大学院の授業科目に係る授業料は、徴収しない。 
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福教大教支第４号 
令和５年４月１日 

教育学部長  

事務局長  殿 
  
                                              福岡教育大学長 

                                                飯 田  慎 司 
 

福岡教育大学教育学部履修基準の特例措置の取扱いについて（重要通知） 
 
 福岡教育大学教育学部履修規程第１８条の規定に基づき，入学後に発生又は発見された精神的，

身体的理由により，卒業要件単位としての教育実習の履修が困難であると認められる者を救済する

ための履修基準の特例措置（以下「特例措置」という。）については，下記のとおり取扱うこととし

ますので，通知します。 

なお，平成３０年１０月２３日付け福教大教支第３６６号「福岡教育大学教育学部履修基準の特

例措置の取扱いについて（重要通知）」は，廃止します。 

 
記 

 
１ 特例措置 

教育実習の履修が困難であると認められた者については，特例措置を適用し，教育実習を免除す

ることができる。この場合において教育実習の単位は，教職科目，プログラム専門科目又は教科指

導科目の単位をもって，代えることができる。 
 
２ 出願方法 

特例措置の適用を受けようとする者は，次の各号に掲げる書類を学長に提出しなければならない。 
（１）願書（本人，保証人連署のもの）（別紙１号様式） 
（２）指導教員又は担任の意見書（別紙２号様式） 
（３）医師の診断書又は健康科学センタ－医師の意見書（別紙３号様式） 
 
３ 審議・決定 

特例措置の適用の可否については，まず，学校における実習及び体験活動委員会で検討し，その

結果を参考に，記１に規定する科目の指定とともに，教務委員会が審議を行う。教務委員会の審議

の後，学長が決定する。 
 

４ 教育職員免許状について 

この取扱いによる特例措置の適用を受けた者は，卒業時に教育職員免許状の授与申請はできない。 
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福教大教支第２２８号 
令和元年７月１９日 

教育学部長 殿 
事務局長  殿 

                                              福岡教育大学長 
                                                    櫻 井 孝 俊 

 
福岡教育大学教育学部特例措置による教育実習履修方法の取扱いについて 

（重要通知） 
 
 福岡教育大学教育学部履修規程第１８条の規定に基づき，教育職員免許法施行規則第

６条に規定する普通免許状を取得するための教育実習を特別支援学校等において実施す

る場合は，下記のとおり取扱うこととしますので，通知します。 

 なお，平成２９年１月５日付け福教大教支第５７８号「福岡教育大学教育学部特例措

置による教育実習履修方法の取扱いについて」（重要通知）は，廃止します。 

 
記 

 

１ 実習方法 

教育職員免許法施行規則第６条に規定する普通免許状を取得するための教育実習に

ついては，特別支援学校の幼稚部，小学部，中学部，高等部，若しくは小学校，中学

校の特別支援学級において実施する。 
 
２ 出願方法 

特別の事情により特別支援学校等において教育実習を受けようとする者は，指導教

員又は担任の合意を得て，次の各号に掲げる書類を学長に提出しなければならない。 
（１）願書（別紙１号様式） 
（２）指導教員又は担任の意見書（別紙２号様式） 

 
３ 審議・決定 

特例措置の適用の可否は，出願後，学校における実習及び体験活動委員会の審議の

後，学長が決定する。なお，学校における実習及び体験活動委員会の審議にあたって

は，健康科学センタ－医師に所見(別紙３号様式)を求めるものとする。 
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福教大教支第２２８号 
令和元年７月１９日 

教育学部長 殿 
事務局長  殿 

                                              福岡教育大学長 
                                                    櫻 井 孝 俊 

 
福岡教育大学教育学部特例措置による教育実習履修方法の取扱いについて 

（重要通知） 
 
 福岡教育大学教育学部履修規程第１８条の規定に基づき，教育職員免許法施行規則第

６条に規定する普通免許状を取得するための教育実習を特別支援学校等において実施す

る場合は，下記のとおり取扱うこととしますので，通知します。 

 なお，平成２９年１月５日付け福教大教支第５７８号「福岡教育大学教育学部特例措

置による教育実習履修方法の取扱いについて」（重要通知）は，廃止します。 

 
記 

 

１ 実習方法 

教育職員免許法施行規則第６条に規定する普通免許状を取得するための教育実習に

ついては，特別支援学校の幼稚部，小学部，中学部，高等部，若しくは小学校，中学

校の特別支援学級において実施する。 
 
２ 出願方法 

特別の事情により特別支援学校等において教育実習を受けようとする者は，指導教

員又は担任の合意を得て，次の各号に掲げる書類を学長に提出しなければならない。 
（１）願書（別紙１号様式） 
（２）指導教員又は担任の意見書（別紙２号様式） 

 
３ 審議・決定 

特例措置の適用の可否は，出願後，学校における実習及び体験活動委員会の審議の

後，学長が決定する。なお，学校における実習及び体験活動委員会の審議にあたって

は，健康科学センタ－医師に所見(別紙３号様式)を求めるものとする。 
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福教大教支第１６号

令和５年４月１日

教育学部長

事 務 局 長

福岡教育大学長

飯田 慎司

福岡教育大学教育学部学生の転課程等に関する取扱いについて（重要通知）

福岡教育大学学則第４４条第２項の規定に基づき，学生の転課程，転専攻（以下

「転課程等」という。）に関する事項については，下記のとおり取扱うこととします

ので，通知します。

なお，令和４年４月１日付け福教大教支第５号「福岡教育大学教育学部学生の転課

程等に関する取扱いについて（重要通知）」は，廃止します。

記

１ 転課程等の時期

転課程等の時期は，３年次以降の４月とし，在学期間中１回限りとする。

２ 転課程等の制限

転課程等の希望先は，制限を設けない。

３ 受入れ人数

受入れ人数は，欠員の有無にかかわらず，課程，専攻の学生定員の１割程度まで

とし，受入れ課程等を担当する学域等（以下「学域等」という。）の判断・決定に

委ねるものとする。

４ 申請期間

転課程等を希望する学生は，２年次以降の１０月１日から１１月２０日までに指

導教員又はクラス担任の確認を受けて，別紙様式の「転課程等願」を教育支援課に

提出しなければならない。

５ 申請に伴う事務手続き

教育支援課は，「転課程等願」が提出されたときは，速やかに願い出た学生の所

属課程等を担当する学域の学域長に通知し，受入れ学域の学域長等に「転課程等願」

を送付しなければならない。

殿
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６ 選考期限等

受入れ学域等は，学域等が必要と認める方法により選考を実施し，学域の学域長

等は，選考結果を１月３１日までに教育支援課へ報告しなければならない。なお，

選考結果が「否」の場合は，その理由を添えて報告するものとする。

７ 転課程等の決定

転課程等は，受入れ学域等から提出された選考結果報告により，教務委員会の審

議の後，学長が決定する。

８ 単位認定

転課程等に伴う既修得単位の読替措置による単位認定については，当該科目を開

設する学域等の審査結果により，教務委員会の審議の後，学長が決定する。

９ 転課程等の特例

身体の障害等特別の事由が生じ，所属課程等での履修が困難になった学生につい

ては，別途考慮する。

１０ 疑義の審議

本通知の運用に関して疑義が生じたときは，教務委員会の審議の後，学長が決定

する。

１１ この通知に定める日が土曜日の場合はその前日，日曜日の場合はその前々日

とする。
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６ 選考期限等

受入れ学域等は，学域等が必要と認める方法により選考を実施し，学域の学域長

等は，選考結果を１月３１日までに教育支援課へ報告しなければならない。なお，

選考結果が「否」の場合は，その理由を添えて報告するものとする。

７ 転課程等の決定

転課程等は，受入れ学域等から提出された選考結果報告により，教務委員会の審

議の後，学長が決定する。

８ 単位認定

転課程等に伴う既修得単位の読替措置による単位認定については，当該科目を開

設する学域等の審査結果により，教務委員会の審議の後，学長が決定する。

９ 転課程等の特例

身体の障害等特別の事由が生じ，所属課程等での履修が困難になった学生につい

ては，別途考慮する。

１０ 疑義の審議

本通知の運用に関して疑義が生じたときは，教務委員会の審議の後，学長が決定

する。

１１ この通知に定める日が土曜日の場合はその前日，日曜日の場合はその前々日

とする。
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福岡教育大学休学，復学，退学，転学及び他大学受験に関する手引 

 

１ 趣旨 

 この手引は，福岡教育大学学則（以下「学則」）第３８条，第３９条，第４

０条及び第４２条に定める休学，復学，退学，転学の手続きに関し，必要な事

項を定めています。  

 

２ 休学，退学及び復学の手続 

 学則第３８条及び第４０条の規定により休学，退学を希望する者，また学則

第３９条の規定により復学を希望する者は，次の手続きを行います。 

  

 （１）教育支援課で休学願（別紙様式１），退学願（別紙様式２），復学願

（別紙様式３）のうち，必要な様式を受領します。 

 （２）受領した様式に指導教員又はクラス担任の確認・意見書等，必要事項

を記載の上，教育支援課へ提出します。 

 

３ 休学，退学及び復学の許可通知 

休学，退学及び復学が許可された場合，許可通知を学生又は保証人宛てに送

付します。 

 

４ 転学及び他大学受験の手続  

 学則第４２条の規定により転学を希望する者，また他大学の編入学試験，転

入学試験及び入学試験に応じようとする者は，次の手続きを行います。  

 

 （１）教育支援課で受験届（別紙様式４）を受領します。 

 （２）受験届に指導教員又はクラス担任の確認等，必要事項を記載の上，当

該試験を受験する前に教育支援課へ提出します。 

  （３）他大学の編入学試験，転入学試験及び入学試験に合格した場合は，速や

かに退学等手続きを行うこととします。 

 

 

 （履歴） 

   平成２３年 ４月 １日作成 

   平成２４年１１月１９日改定 

   平成３１年 ４月 １日改定 

   令和 元年１０月２１日改定 

283



○福岡教育大学教育学部再入学取扱規程 

(制定 平成16年4月1日)

改正 平成17年5月19日 平成23年3月22日

平成26年12月25日 平成28年2月24日

(趣旨) 

第1条 この規程は，福岡教育大学学則(以下「学則」という。)第25条の規定に基づき，再入学の

取扱いについて定めるものとする。 

(定義) 

第2条 再入学を出願できる者は，学則第25条の規定により，本学を退学した者又は授業料未納に

より除籍された者とする。 

2 再入学の出願期限は，退学又は除籍後2年以内とする。 

3 再入学を出願できる課程等は，原則として，退学又は除籍時に在籍した同一の課程等とする。 

4 再入学は1回に限りこれを認める。 

(再入学の時期) 

第3条 再入学の時期は，学期の始めとする。 

(出願手続) 

第4条 再入学を希望する者は，次の書類に所定の検定料を添えて，学期の始まる30日前までに願

い出なければならない。 

(1) 再入学願書 

(2) 再入学調査書 

(3) 健康診断書 

(4) 退学・除籍前の成績証明書 

(選考方法) 

第5条 再入学は，教務委員会において第4条に規定する書類の審査及び面接（口頭試験を含む。）

等により審査し，授業に支障がなく修学上差支えないと認めた者について教育学部教授会におけ

る審議の後，学長が決定する。 

(許可) 

第6条 選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は，所定の手続きをするとともに入学料を納付

しなければならない。 

2 学長は，前項の手続きを完了した者に再入学を許可する。 

(既修得単位の認定) 

第7条 再入学者が退学又は除籍以前に修得した単位は，再入学後に修得した単位と通算する。 

2 前項の規定にかかわらず，授業料未納学期の単位は，認定しない。 

(修業年限及び在学年限) 

第8条 再入学者の修業年限は，退学又は除籍以前の修業年数を通算して4年とする。 

2 前項にかかわらず，授業料未納学期については，修業年数及び在学年数に算入せず休学期間とみ

なす。 
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○福岡教育大学教育学部再入学取扱規程 

(制定 平成16年4月1日)

改正 平成17年5月19日 平成23年3月22日

平成26年12月25日 平成28年2月24日

(趣旨) 

第1条 この規程は，福岡教育大学学則(以下「学則」という。)第25条の規定に基づき，再入学の

取扱いについて定めるものとする。 

(定義) 

第2条 再入学を出願できる者は，学則第25条の規定により，本学を退学した者又は授業料未納に

より除籍された者とする。 

2 再入学の出願期限は，退学又は除籍後2年以内とする。 

3 再入学を出願できる課程等は，原則として，退学又は除籍時に在籍した同一の課程等とする。 

4 再入学は1回に限りこれを認める。 

(再入学の時期) 

第3条 再入学の時期は，学期の始めとする。 

(出願手続) 

第4条 再入学を希望する者は，次の書類に所定の検定料を添えて，学期の始まる30日前までに願

い出なければならない。 

(1) 再入学願書 

(2) 再入学調査書 

(3) 健康診断書 

(4) 退学・除籍前の成績証明書 

(選考方法) 

第5条 再入学は，教務委員会において第4条に規定する書類の審査及び面接（口頭試験を含む。）

等により審査し，授業に支障がなく修学上差支えないと認めた者について教育学部教授会におけ

る審議の後，学長が決定する。 

(許可) 

第6条 選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は，所定の手続きをするとともに入学料を納付

しなければならない。 

2 学長は，前項の手続きを完了した者に再入学を許可する。 

(既修得単位の認定) 

第7条 再入学者が退学又は除籍以前に修得した単位は，再入学後に修得した単位と通算する。 

2 前項の規定にかかわらず，授業料未納学期の単位は，認定しない。 

(修業年限及び在学年限) 

第8条 再入学者の修業年限は，退学又は除籍以前の修業年数を通算して4年とする。 

2 前項にかかわらず，授業料未納学期については，修業年数及び在学年数に算入せず休学期間とみ

なす。 
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3 在学年限は，退学又は除籍以前の在学年数を含めて，3年次への進級前については4年，3年次へ

の進級後については4年とする。 

(事務) 

第9条 再入学の取扱いに関する事務は，教育支援課において処理する。 

(雑則) 

第10条 この規程に定めるもののほか，再入学の取扱いに関し必要な事項は，学長が別に定める。 

附 則 

この規程は，平成16年4月1日から施行する。 

附 則(平成17年5月19日) 

この規程は，平成17年5月19日から施行し，平成17年4月1日から適用する。 

附 則(平成23年3月22日) 

この規程は，平成23年4月1日から施行する。 

附 則(平成26年12月25日) 

この規程は，平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成28年2月24日) 

1 この規程は，平成28年4月1日から施行する。 

2 第2条にかかわらず，この規程の改正前の共生社会教育課程，環境教育課程及び芸術課程に在学

していた者の再入学については，平成28年度については2年次以上，平成29年度については3

年次以上，平成30年度については4年次の再入学について認めるものとする。 
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○福岡教育大学教育学部研究生規程 

(制定 平成16年4月1日)

改正 平成17年2月17日 平成19年3月22日

平成23年3月22日 平成26年12月25日

平成31年2月28日 令和2年1月23日

令和4年3月30日

(趣旨) 

第1条 福岡教育大学学則第56条に規定する研究生(以下「研究生」という。)については，この規程

の定めるところによる。 

(入学資格) 

第2条 研究生として許可すべき者は，大学2年修了以上の学力を有する者につき，研究の指導を受け

ようとする教員が所属する学域等において，書類審査及び面接試験等により選考を行った後，その

結果を教育学部長へ提出し，教育学部教授会における審議の後，学長が決定する。ただし，国及び

地方公共団体から派遣される者については，書類審査及び面接試験等を免除することができる。 

(出願手続) 

第3条 研究生を志願する者は，本学所定の願書及び調書に検定料を添えて学長に願い出なければなら

ない。 

(出願期限) 

第4条 研究生の出願期限は，原則として前期は3月10日，後期は9月10日とする。 

(入学の時期) 

第5条 研究生の入学時期は，原則として学年又は学期の始めとする。 

(研究期間) 

第6条 研究期間は，原則として1年又は6月とする。ただし，更に研究を継続しようとするときは，

本学所定の願書により，学長に願い出なければならない。 

(検定料，入学料及び授業料) 

第7条 研究生の検定料，入学料及び授業料の額は，本学が別に定める額とする。 

2 研究生として許可された者は，本学指定の期日までに前項に定める額の入学料を納付しなければな

らない。 

3 授業料は，3ケ月分ごとに前納しなければならない。 

4 納付した検定料，入学料及び授業料は，いかなる事由があっても還付しない。 

(授業料等免除) 

第8条 研究生には，授業料等の免除及び徴収猶予の取扱いはしない。 

2 前項の規定にかかわらず，第15条第3号の規定により除籍となった者の未納授業料は，免除するも

のとする。 

(経費) 

第9条 研究に要する実費は，研究生の負担とする。 
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○福岡教育大学教育学部研究生規程 

(制定 平成16年4月1日)

改正 平成17年2月17日 平成19年3月22日

平成23年3月22日 平成26年12月25日

平成31年2月28日 令和2年1月23日

令和4年3月30日

(趣旨) 

第1条 福岡教育大学学則第56条に規定する研究生(以下「研究生」という。)については，この規程

の定めるところによる。 

(入学資格) 

第2条 研究生として許可すべき者は，大学2年修了以上の学力を有する者につき，研究の指導を受け

ようとする教員が所属する学域等において，書類審査及び面接試験等により選考を行った後，その

結果を教育学部長へ提出し，教育学部教授会における審議の後，学長が決定する。ただし，国及び

地方公共団体から派遣される者については，書類審査及び面接試験等を免除することができる。 

(出願手続) 

第3条 研究生を志願する者は，本学所定の願書及び調書に検定料を添えて学長に願い出なければなら

ない。 

(出願期限) 

第4条 研究生の出願期限は，原則として前期は3月10日，後期は9月10日とする。 

(入学の時期) 

第5条 研究生の入学時期は，原則として学年又は学期の始めとする。 

(研究期間) 

第6条 研究期間は，原則として1年又は6月とする。ただし，更に研究を継続しようとするときは，

本学所定の願書により，学長に願い出なければならない。 

(検定料，入学料及び授業料) 

第7条 研究生の検定料，入学料及び授業料の額は，本学が別に定める額とする。 

2 研究生として許可された者は，本学指定の期日までに前項に定める額の入学料を納付しなければな

らない。 

3 授業料は，3ケ月分ごとに前納しなければならない。 

4 納付した検定料，入学料及び授業料は，いかなる事由があっても還付しない。 

(授業料等免除) 

第8条 研究生には，授業料等の免除及び徴収猶予の取扱いはしない。 

2 前項の規定にかかわらず，第15条第3号の規定により除籍となった者の未納授業料は，免除するも

のとする。 

(経費) 

第9条 研究に要する実費は，研究生の負担とする。 
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(研究報告) 

第10条 研究生は，所定の研究が修了したときは研究報告書等により研究の成果を，指導教員に提出

しなければならない。 

(修了認定) 

第11条 所定の研究を修了した研究生の修了認定は，研究生研究結果報告書(別紙様式第1号)に基づ

き教育学部教授会における審議の後，学長が行う。 

(修了証書) 

第12条 修了認定を受けた研究生には，学長が研究修了証書(別紙様式第2号)を授与する。 

(単位の授与) 

第13条 学長は，研究生で相当の研究があると認められた者に対しては，教育学部教授会における審

議の後，単位を授与することができる。 

(研究の中止) 

第14条 研究生が研究を中止しようとするときは，学長に願い出なければならない。 

(除籍) 

第15条 研究生が，次の各号の一に該当するときは，教育学部教授会における審議の後，学長が除籍

する。 

(1) 本学の規則に違反したとき。 

(2) 長期にわたり欠席し又は成業の見込みがないと認められたとき。 

(3) 授業料の納付を怠り督促してもなお納付しなかったとき。 

(4) 死亡したとき。 

(5) 行方不明の届出があったとき。 

(事務) 

第16条 研究生の取扱いに関する事務は，教育支援課において処理する。 

(雑則) 

第17条 この規程に定めるもののほか，研究生に関し必要な事項は，学則に定める規定を準用する。

ただし，これによりがたい場合は，学長又は教育学部長が別に定める。 

(雑則) 

第18条 この規程に定める日が土曜日の場合はその前日，日曜日の場合はその前々日とする。 

 

 

 （略） 

附 則(令和4年3月30日) 

この規程は，令和4年4月1日から施行する。 
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○福岡教育大学教育学部科目等履修生規程 
(制定 平成 16年 4月 1日)

改正 平成 19 年 3月 7 日 平成 23 年 3月 22 日

平成 26 年 12 月 25 日
 

  
  （趣旨） 
第１条 福岡教育大学学則第５７条に規定する科目等履修生（以下「科目等履修生」 という。）

については，この規程に定めるところによる。 
  （入学資格） 
第２条 科目等履修生の入学資格は，高等学校を卒業した者又はこれと同等以上の学力を有する者

とする。ただし，教員免許状の取得を目的とする場合の入学資格については，別途定める。 
  （出願手続） 
第３条 科目等履修生を志願する者は，各学期の出願期限までに，次の書類に検定料を添えて学長

に願い出なければならない。 
（１）願書（本学所定のもの） 
（２）履歴書（本学所定のもの） 
（３）健康診断書 
（４）最終学校の卒業証明書又は修了証明書及び成績証明書 
（５）現に勤務している者，本学の専攻科又は大学院等に在籍している者及び他大学の専攻科又は

大学院等に在籍している者は，所属長の承諾書 
（６）普通免許状を有する者は，免許状の写し 
  （出願期限） 
第４条 科目等履修生の出願期限は，原則として前期は３月１０日，後期は９月１０日とする。 
  （履修制限） 
第５条 科目等履修生が１学期間に履修できる単位は，１０単位以内とする。ただし，本学及び他

大学の専攻科又は大学院等に在籍している者は，教員免許状又は資格を取得しようとする場合

のみ科目等履修生として履修でき，１学期間に履修できる単位は，４単位以内とする。 
  （入学者の選考） 
第６条 科目等履修生は，履修しようとする授業科目につき審査のうえ，相当の学力があると認め

た者について，教育学部教授会における審議の後，学長が決定する。 
  （検定料，入学料及び授業料） 
第７条 科目等履修生の検定料，入学料及び授業料の額は，本学が別に定める額とする。 
２ 科目等履修生として許可された者は，本学指定の期日までに前項に定める入学料及び授業料を

納めなければならない。 
３ 納付した検定料，入学料及び授業料はいかなる事由があっても還付しない。 
  （単位の授与） 
第８条 科目等履修生に対しては，考査のうえ単位を授与することができる。 
  （免除及び徴収猶予） 
第９条 科目等履修生には授業料等の免除及び徴収猶予の取り扱いはしない。 
  （履修中止） 
第１０条 履修を中止しようとするときは，学長に願い出なければならない。 

288



 
 

○福岡教育大学教育学部科目等履修生規程 
(制定 平成 16年 4月 1日)

改正 平成 19 年 3月 7 日 平成 23 年 3月 22 日

平成 26 年 12 月 25 日
 

  
  （趣旨） 
第１条 福岡教育大学学則第５７条に規定する科目等履修生（以下「科目等履修生」 という。）

については，この規程に定めるところによる。 
  （入学資格） 
第２条 科目等履修生の入学資格は，高等学校を卒業した者又はこれと同等以上の学力を有する者

とする。ただし，教員免許状の取得を目的とする場合の入学資格については，別途定める。 
  （出願手続） 
第３条 科目等履修生を志願する者は，各学期の出願期限までに，次の書類に検定料を添えて学長

に願い出なければならない。 
（１）願書（本学所定のもの） 
（２）履歴書（本学所定のもの） 
（３）健康診断書 
（４）最終学校の卒業証明書又は修了証明書及び成績証明書 
（５）現に勤務している者，本学の専攻科又は大学院等に在籍している者及び他大学の専攻科又は

大学院等に在籍している者は，所属長の承諾書 
（６）普通免許状を有する者は，免許状の写し 
  （出願期限） 
第４条 科目等履修生の出願期限は，原則として前期は３月１０日，後期は９月１０日とする。 
  （履修制限） 
第５条 科目等履修生が１学期間に履修できる単位は，１０単位以内とする。ただし，本学及び他

大学の専攻科又は大学院等に在籍している者は，教員免許状又は資格を取得しようとする場合

のみ科目等履修生として履修でき，１学期間に履修できる単位は，４単位以内とする。 
  （入学者の選考） 
第６条 科目等履修生は，履修しようとする授業科目につき審査のうえ，相当の学力があると認め

た者について，教育学部教授会における審議の後，学長が決定する。 
  （検定料，入学料及び授業料） 
第７条 科目等履修生の検定料，入学料及び授業料の額は，本学が別に定める額とする。 
２ 科目等履修生として許可された者は，本学指定の期日までに前項に定める入学料及び授業料を

納めなければならない。 
３ 納付した検定料，入学料及び授業料はいかなる事由があっても還付しない。 
  （単位の授与） 
第８条 科目等履修生に対しては，考査のうえ単位を授与することができる。 
  （免除及び徴収猶予） 
第９条 科目等履修生には授業料等の免除及び徴収猶予の取り扱いはしない。 
  （履修中止） 
第１０条 履修を中止しようとするときは，学長に願い出なければならない。 
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  （懲戒） 
第ｌｌ条 科目等履修生が，本学の規則に違反し，又は病気その他の事由により成業の見込みがな

いと認められる場合には，教育学部教授会における審議の後，学長が除籍する。 

（事務） 
第１２条 科目等履修生の取扱いに関する事務は，教育支援課において処理する。 

  （雑則） 
第１３条 この規程に定める日が土曜日の場合はその前日，日曜日の場合はその前々日とする。 

２ この規程に定めるもののほか，科目等履修生の取扱いに関し必要な事項は，学長別に定める。 

 
      附 則 
 この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 
      附 則（平成１９年３月７日） 
 この規程は，平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２３年３月２２日） 
 この規程は，平成２３年４月１日から施行する。 
   附 則（平成２６年１２月２５日） 
 この規程は，平成２７年４月１日から施行する。 
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福教大教支第３４４号 

令和元年９月２６日 

 
教育学部長 

事 務 局 長  殿 

 

                                   福岡教育大学長 

                             櫻 井 孝 俊       

 

福岡教育大学教育学部科目等履修生の取扱いについて（重要通知） 
 
 
福岡教育大学学則第５７条第１項に規定する科目等履修生について，福岡教育大学教育学部

科目等履修生規程のほか，下記のとおり取扱うこととしますので，通知します。 
なお，平成２９年２月２４日付け福教大教支第６８７号「福岡教育大学教育学部科目等履修生

の取扱いについて」（重要通知）は，廃止します。 

 

記 

 
１ 入学資格 

教員免許状取得を目的として科目等履修生を志願する者のうち，教員養成学部以外の修了者

又は卒業者については，次のとおりとする。ただし，現に教育職員(非常勤講師を含む。）で

ある者（以下「現職者」という。）は，この限りでない。 
（１）２種免許状を取得する場合は，当該免許状の所要単位の２分の１以上を修得していなけれ

ばならない。 
（２）１種免許状を取得する場合は，当該免許状の所要単位の４分の３以上を修得していなけれ

ばならない。 
 

２ 出願書類 

同一年度中に継続して科目等履修生を志願する者は，出願書類のうち願書以外は提出しなく

てもよいものとする。ただし，現職者，本学の専攻科又は大学院等に在籍している者及び他大

学の専攻科又は大学院等に在籍している者は，願書のほか，所属長の承諾書を提出しなければ

ならない。 
 

３ 履修科目 

（１）科目等履修生として許可すべき者の履修しようとする授業科目についての審査は，授業科

目担当教員が行うものとする。ただし，授業科目担当教員が非常勤講師の場合は，当該授業

科目を担当するユニットの教育課程編成に係る代表者が行うものとする。 

なお，一の授業科目の受け入れ人数は，５名程度までとする。 
（２）教職実践演習の履修は，当分の間認めない。 
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福教大教支第３４４号 

令和元年９月２６日 

 
教育学部長 

事 務 局 長  殿 

 

                                   福岡教育大学長 

                             櫻 井 孝 俊       

 

福岡教育大学教育学部科目等履修生の取扱いについて（重要通知） 
 
 
福岡教育大学学則第５７条第１項に規定する科目等履修生について，福岡教育大学教育学部

科目等履修生規程のほか，下記のとおり取扱うこととしますので，通知します。 
なお，平成２９年２月２４日付け福教大教支第６８７号「福岡教育大学教育学部科目等履修生

の取扱いについて」（重要通知）は，廃止します。 

 

記 

 
１ 入学資格 

教員免許状取得を目的として科目等履修生を志願する者のうち，教員養成学部以外の修了者

又は卒業者については，次のとおりとする。ただし，現に教育職員(非常勤講師を含む。）で

ある者（以下「現職者」という。）は，この限りでない。 
（１）２種免許状を取得する場合は，当該免許状の所要単位の２分の１以上を修得していなけれ

ばならない。 
（２）１種免許状を取得する場合は，当該免許状の所要単位の４分の３以上を修得していなけれ

ばならない。 
 

２ 出願書類 

同一年度中に継続して科目等履修生を志願する者は，出願書類のうち願書以外は提出しなく

てもよいものとする。ただし，現職者，本学の専攻科又は大学院等に在籍している者及び他大

学の専攻科又は大学院等に在籍している者は，願書のほか，所属長の承諾書を提出しなければ

ならない。 
 

３ 履修科目 

（１）科目等履修生として許可すべき者の履修しようとする授業科目についての審査は，授業科

目担当教員が行うものとする。ただし，授業科目担当教員が非常勤講師の場合は，当該授業

科目を担当するユニットの教育課程編成に係る代表者が行うものとする。 

なお，一の授業科目の受け入れ人数は，５名程度までとする。 
（２）教職実践演習の履修は，当分の間認めない。 
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（３）教育実習の履修は認めない。 

（４）前項の規定にかかわらず，本学の修了又は卒業者は教育実習の履修を認めることができる。

ただし，特別支援教育実習の履修は認めない。 

（５）教育実習は原則として本学学部学生の教育実習期間と同じ時期とする。 

 

４ 入学許可 

科目等履修生の入学許可は，記３（１）の承認を得て，教務委員会の審議の後，学長が行う。 
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○福岡教育大学教育学部特別聴講学生規程 

(制定 平成16年4月1日)

改正 平成17年5月19日 平成23年3月22日

平成26年12月25日 平成27年7月30日

(趣旨) 

第1条 福岡教育大学学則第59条の規定する特別聴講学生(以下「特別聴講学生」という。)については，

この規程の定めるところによる。 

(許可資格) 

第2条 特別聴講学生として許可すべき者は，他の大学に在学し，相当の学力を有する者につき，教育学

部教授会における審議の後，学長が決定する。 

(出願手続) 

第3条 特別聴講学生を志願する者は，本学所定の願書及び調書を添付し，学長に願い出なければならな

い。 

2 願い出は，原則として学年又は学期始めの2ケ月前までとする。 

(入学時期) 

第4条 特別聴講学生の入学時期は，原則として学年又は学期始めとする。 

(検定料及び入学料) 

第5条 特別聴講学生の検定料及び入学料は徴収しない。 

(授業料) 

第6条 特別聴講学生の授業料の額は，本学が別に定める額とする。 

2 特別聴講学生として許可された者は，本学指定の期日までに前項に定める額の授業料を納付しなけれ

ばならない。ただし，特別聴講学生が次の各号の一に該当する者であるときは，これを徴収しない。 

(1) 我が国の国立大学の学生 

(2) 大学間交流協定に基づき授業料等を徴収しないこととしている外国人留学生 

(3) 大学間相互単位互換協定に基づき授業料等を徴収しないこととしている公立又は私立の大学の学生 

3 納付した授業料は，いかなる事由があっても還付しない。 

(単位授与) 

第7条 特別聴講学生に対しては，考査のうえ，単位を授与することができる。 

(聴講中止) 

第8条 聴講を中止しようとするときは，学長に願い出なければならない。 

(許可の取り消し) 

第9条 特別聴講学生が，本学の規則に違反し，又は病気その他の事由により単位修得の見込みがないと

認められる場合には，教育学部教授会における審議の後，学長が許可を取り消すことがある。 

(事務) 

第10条 特別聴講学生の取扱いに関する事務は，教育支援課において処理する。 

(雑則) 

第11条 この規程に定めるもののほか，特別聴講学生の取扱いに関し必要な事項は，学長が別に定め

る。 

（略） 

附 則(平成27年7月30日) 

この規程は，平成27年7月30日から施行する。 
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○福岡教育大学教育学部特別聴講学生規程 

(制定 平成16年4月1日)

改正 平成17年5月19日 平成23年3月22日

平成26年12月25日 平成27年7月30日

(趣旨) 

第1条 福岡教育大学学則第59条の規定する特別聴講学生(以下「特別聴講学生」という。)については，

この規程の定めるところによる。 

(許可資格) 

第2条 特別聴講学生として許可すべき者は，他の大学に在学し，相当の学力を有する者につき，教育学

部教授会における審議の後，学長が決定する。 

(出願手続) 

第3条 特別聴講学生を志願する者は，本学所定の願書及び調書を添付し，学長に願い出なければならな

い。 

2 願い出は，原則として学年又は学期始めの2ケ月前までとする。 

(入学時期) 

第4条 特別聴講学生の入学時期は，原則として学年又は学期始めとする。 

(検定料及び入学料) 

第5条 特別聴講学生の検定料及び入学料は徴収しない。 

(授業料) 

第6条 特別聴講学生の授業料の額は，本学が別に定める額とする。 

2 特別聴講学生として許可された者は，本学指定の期日までに前項に定める額の授業料を納付しなけれ

ばならない。ただし，特別聴講学生が次の各号の一に該当する者であるときは，これを徴収しない。 

(1) 我が国の国立大学の学生 

(2) 大学間交流協定に基づき授業料等を徴収しないこととしている外国人留学生 

(3) 大学間相互単位互換協定に基づき授業料等を徴収しないこととしている公立又は私立の大学の学生 

3 納付した授業料は，いかなる事由があっても還付しない。 

(単位授与) 

第7条 特別聴講学生に対しては，考査のうえ，単位を授与することができる。 

(聴講中止) 

第8条 聴講を中止しようとするときは，学長に願い出なければならない。 

(許可の取り消し) 

第9条 特別聴講学生が，本学の規則に違反し，又は病気その他の事由により単位修得の見込みがないと

認められる場合には，教育学部教授会における審議の後，学長が許可を取り消すことがある。 

(事務) 

第10条 特別聴講学生の取扱いに関する事務は，教育支援課において処理する。 

(雑則) 

第11条 この規程に定めるもののほか，特別聴講学生の取扱いに関し必要な事項は，学長が別に定め

る。 

（略） 

附 則(平成27年7月30日) 

この規程は，平成27年7月30日から施行する。 
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○福岡教育大学専攻科規程 

(制定 平成16年4月1日)

改正 平成17年12月15日 平成19年2月15日

平成20年3月14日 平成22年3月22日

平成26年10月30日 平成26年12月25日

平成27年2月27日 平成28年1月28日

令和3年4月28日 令和4年4月21日

(趣旨) 

第1条 この規程は，福岡教育大学学則(以下「学則」という。)第55条第2項に基づき，専攻科につ

いて必要な事項を定める。 

(名称，目的及び入学定員) 

第2条 専攻科の名称，目的及び学生の入学定員は，次のとおりとする。 

専攻科の

名称 
専攻 目的 

入学

定員

特別支援

教育特別

専攻科 

特別支

援教育

専攻 

特別支援教育の充実に資するため，現職教員等を対象として特別支援教育

に関する専門教育を行い，特別支援教育の分野における教育を担当し得る

教員を養成することを目的とする。 
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名

(入学資格) 

第3条 専攻科の入学資格は，次の各号のいずれかに該当する者で，小学校，中学校，高等学校又は幼

稚園の教諭のいずれかの普通免許状を有する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法(昭和22年法律第26号)第104条第7項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において，学校教育における16年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の

学校教育における16年の課程を修了した者 

(5) 専修学校の専門課程(修業年限が4年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満た

すものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

(6) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における16年の課程を

修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けら

れた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 本学において，大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

(出願手続) 

第4条 専攻科に入学を志願する者は，所定の書類に本学が別に定める検定料を添えて願い出なければ

ならない。 

2 検定料の額は，本学が別に定める額とし，その納付，免除及び返還については，学則第47条及び第

47条の2の規定を準用する。 
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(入学許可) 

第5条 専攻科の入学の選考に合格し，所定の期日までに本学が別に定める入学料を納付し，警約書を

提出した者について入学を許可する。 

2 第6条の入学料の免除又は徴収猶予を願い出た者については，入学料の徴収を猶予し，前項の書類

の提出をもって入学を許可する。 

(入学料の免除及び猶予) 

第6条 特別の事情により，入学料の納付が著しく困難であると認められるときは，願い出により，入

学料の全額若しくは一部を免除し，又は徴収を猶予することができる。 

2 前項の入学料の免除及び徴収猶予に関する取扱いは，福岡教育大学入学料免除及び徴収猶予取扱規

程の定めるところによる。 

3 入学料の免除若しくは徴収猶予の不許可となった者又は一部免除の許可となった者で所定の期日ま

でに納付すべき入学料を納付しなかった者は除籍する。 

(修業年限) 

第7条 専攻科の修業年限は，1年とする。 

(長期にわたる教育課程の履修) 

第7条の2 専攻科は，その定めるところにより，学生が職業を有している等の事情により，第7条に

定める修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に履修すること(以下「長期履修」という。)を

認めることができる。 

2 長期履修の取扱に関し必要な事項は，学長が別に定める。 

(在学年限) 

第8条 在学年限は2年とし，その期間に修了の条件を満たし得ない者は，除籍する。 

(休学) 

第9条 病気又はその他特別の事由により，引続き3ヵ月以上就学不能のときは，学長の許可を得て休

学することができる。 

2 休学期間は，1年を限度とし，修業年限にはこれを算入しない。 

(賞罰) 

第10条 賞罰については，学則第45条，第46条を準用する。 

(教育課程及び履修方法) 

第11条 専攻科の教育課程及び履修方法は，学長が別に定める。 

2 学長は，専攻科に1年以上在学し，所定の単位を修得した者には，修了証書（別紙様式）を授与す

る。 

(授業料) 

第12条 授業料は，本学が別に定めるところによる。 

2 授業料の納付時期，徴収方法及び免除の取扱等については，学則第50条から第54条までの規定を

準用する。 

(準用) 
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(入学許可) 

第5条 専攻科の入学の選考に合格し，所定の期日までに本学が別に定める入学料を納付し，警約書を

提出した者について入学を許可する。 

2 第6条の入学料の免除又は徴収猶予を願い出た者については，入学料の徴収を猶予し，前項の書類

の提出をもって入学を許可する。 

(入学料の免除及び猶予) 

第6条 特別の事情により，入学料の納付が著しく困難であると認められるときは，願い出により，入

学料の全額若しくは一部を免除し，又は徴収を猶予することができる。 

2 前項の入学料の免除及び徴収猶予に関する取扱いは，福岡教育大学入学料免除及び徴収猶予取扱規

程の定めるところによる。 

3 入学料の免除若しくは徴収猶予の不許可となった者又は一部免除の許可となった者で所定の期日ま

でに納付すべき入学料を納付しなかった者は除籍する。 

(修業年限) 

第7条 専攻科の修業年限は，1年とする。 

(長期にわたる教育課程の履修) 

第7条の2 専攻科は，その定めるところにより，学生が職業を有している等の事情により，第7条に

定める修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に履修すること(以下「長期履修」という。)を

認めることができる。 

2 長期履修の取扱に関し必要な事項は，学長が別に定める。 

(在学年限) 

第8条 在学年限は2年とし，その期間に修了の条件を満たし得ない者は，除籍する。 

(休学) 

第9条 病気又はその他特別の事由により，引続き3ヵ月以上就学不能のときは，学長の許可を得て休

学することができる。 

2 休学期間は，1年を限度とし，修業年限にはこれを算入しない。 

(賞罰) 

第10条 賞罰については，学則第45条，第46条を準用する。 

(教育課程及び履修方法) 

第11条 専攻科の教育課程及び履修方法は，学長が別に定める。 

2 学長は，専攻科に1年以上在学し，所定の単位を修得した者には，修了証書（別紙様式）を授与す

る。 

(授業料) 

第12条 授業料は，本学が別に定めるところによる。 

2 授業料の納付時期，徴収方法及び免除の取扱等については，学則第50条から第54条までの規定を

準用する。 

(準用) 
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第13条 この規程に定めるもののほか，専攻科の学生に関し必要な事項は，学則等学内規則に定める

学部学生に関する規定を準用する。ただし，これによりがたい場合は，学長が別に定める。 

附 則 

この規程は，平成16年4月1日から施行する。 

附 則(平成17年12月15日) 

この規程は，平成17年12月15日から施行する。 

附 則(平成19年2月15日) 

1 この規程は，平成19年4月1日から施行する。 

2 特殊教育特別専攻科は，改正後の第2条の規定にかかわらず，平成19年3月31日に当該専攻科に

在学する者が当該専攻科に在学しなくなる日までの間，存続するものとし，他の規程等で特別支援

教育特別専攻科とあるのは，特殊教育特別専攻科と読み替えて適用する。 

附 則(平成20年3月14日) 

この規程は，平成20年3月14日から施行し，平成19年12月26日から適用する。 

附 則(平成22年3月22日) 

この規程は，平成23年4月1日から施行する。 

附 則(平成26年10月30日) 

この規程は，平成26年10月30日から施行する。 

附 則(平成26年12月25日) 

この規程は，平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年2月27日) 

この規程は，平成27年2月27日から施行する。 

附 則(平成28年1月28日) 

この規程は，平成28年4月1日から施行する。 

附 則(令和3年4月28日) 

この規程は，令和3年4月28日から施行する。 

附 則(令和4年4月21日) 

この規程は，令和4年4月21日から施行する。 
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福教大教支第７号

令和６年４月１日

専攻科主 任

事 務 局 長

福岡教育大学長

飯田 慎司

福岡教育大学専攻科研究論文について（重要通知）

福岡教育大学学則第５５条に規定する専攻科の研究論文については，下記のとおり取扱

うこととしますので，通知します。

なお，令和４年４月１日付け福教大教支第６号「福岡教育大学専攻科研究論文について

（重要通知）は，廃止します。

記

１ 本重要通知にいう研究論文の形式は，論文，報告書，制作物，演奏等とする。

２ 研究論文を提出することのできる者は，修業年限を充たし，かつ，所定の単位を修得

し得る見込の者であること。

３ 研究論文の評価は，合格・不合格とする。

４ 研究論文の指導教員について

（１）研究論文の指導教員は，専攻科を担当する学域に所属する教員から選出するものと

する。

（２）指導教員は原則として変更することができない。ただし，やむを得ない事由により

変更が必要な場合は，新指導教員及び所属する学域の学域長の承認を得たうえで，研

究論文指導教員変更届（様式第１号）により，直ちに教育支援課に届け出なければな

らない。なお，指導教員の異動等に伴う変更については，指導教員変更届（様式第２

号）により，当該学域長から教育支援課に届け出るものとする。

殿
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福教大教支第７号

令和６年４月１日

専攻科主 任

事 務 局 長

福岡教育大学長

飯田 慎司

福岡教育大学専攻科研究論文について（重要通知）

福岡教育大学学則第５５条に規定する専攻科の研究論文については，下記のとおり取扱

うこととしますので，通知します。

なお，令和４年４月１日付け福教大教支第６号「福岡教育大学専攻科研究論文について

（重要通知）は，廃止します。

記

１ 本重要通知にいう研究論文の形式は，論文，報告書，制作物，演奏等とする。

２ 研究論文を提出することのできる者は，修業年限を充たし，かつ，所定の単位を修得

し得る見込の者であること。

３ 研究論文の評価は，合格・不合格とする。

４ 研究論文の指導教員について

（１）研究論文の指導教員は，専攻科を担当する学域に所属する教員から選出するものと

する。

（２）指導教員は原則として変更することができない。ただし，やむを得ない事由により

変更が必要な場合は，新指導教員及び所属する学域の学域長の承認を得たうえで，研

究論文指導教員変更届（様式第１号）により，直ちに教育支援課に届け出なければな

らない。なお，指導教員の異動等に伴う変更については，指導教員変更届（様式第２

号）により，当該学域長から教育支援課に届け出るものとする。

殿
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５ 研究論文の提出時期について

（１）研究論文は，修了年度の１月３１日までに教育支援課に提出しなければならない。

（２）提出された研究論文は，教育支援課が整理のうえ，指導教員に引き継がなければな

らない。

６ 指導教員は，教育支援課が指定する日までに審査を完了し，その成績を教育支援課に

通知しなければならない。

７ この重要通知に定める日が土曜日の場合はその前日，日曜日の場合は，その前々日と

する。
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１．大学設置基準（抜萃） 

 

第１章 総則 
 （趣旨） 
第１条 大学（短期大学を除く。以下同じ。）は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）その他の法

令の規定によるほか、この省令の定めるところにより設置するものとする。 
２ この省令で定める設置基準は、大学を設置するのに必要な最低の基準とする。 
３ 大学は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、そ

の水準の向上を図ることに努めなければならない。 
  第６章 教育課程 
 （教育課程の編成方針） 
第１９条 大学は、当該大学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業

科目を自ら開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。 
２ 教育課程の編成に当たつては、大学は、学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅

広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮しなければなら

ない。 
 （教育課程の編成方法） 
第２０条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配当

して編成するものとする。 
 （単位） 
第２１条 各授業科目の単位数は、大学において定めるものとする。 
２ 前項の単位数を定めるに当たつては、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をも

つて構成することを標準とし、第２５条第１項に規定する授業の方法に応じ、当該授業による教育

効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、おおむね１５時間から４５時間までの範囲で大学が

定める時間の授業をもつて１単位として単位数を計算するものとする。ただし、芸術等の分野にお

ける個人指導による実技の授業については、大学が定める時間の授業をもつて１単位とすることが

できる。 
３ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学

修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考

慮して、単位数を定めることができる。 
 （１年間の授業期間） 
第２２条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、３５週にわたることを原則とする。 
 （各授業科目の授業期間） 
第２３条 各授業科目の授業は、十分な教育効果を上げることができるよう、８週、１０週、１５週

その他の大学が定める適切な期間を単位として行うものとする。 
 （授業を行う学生数） 
第２４条 大学が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、設備その

他の教育上の諸条件を考慮して、教育効果を十分にあげられるような適当な人数とするものとする。 
 
（授業の方法） 
第２５条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により

行うものとする。 
２ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用

して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 
３ 大学は、第１項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメ
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ディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様と

する。 
４ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、第１項の授業の一部を、校舎及び附属施設以

外の場所で行うことができる。 
 （成績評価基準等の明示等） 
第２５条の２ 大学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画をあらかじめ

明示するものとする。 
２ 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たつては、客観性及び厳格性を確保するため、

学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがつて適切に行うものとす

る。 
 （昼夜開講制） 
第２６条 大学は、教育上必要と認められる場合には、昼夜開講制（同一学部において昼間及び夜間

の双方の時間帯において授業を行うことをいう。）により授業を行うことができる。 
  第７章 卒業の要件等 
 （単位の授与） 
第２７条 大学は、一の授業科目を履修した学生に対しては、試験その他の大学が定める適切な方法

により学修の成果を評価して単位を与えるものとする。 
 （履修科目の登録の上限） 
第２７条の２ 大学は、学生が各年次にわたつて適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として

学生が修得すべき単位数について、学生が１年間又は１学期に履修科目として登録することができ

る単位数の上限を定めるよう努めなければならない。 
２ 大学は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもつて修得した学生については、

前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 
 （他の大学、専門職大学又は短期大学における授業科目の履修等） 
第２８条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が大学の定めるところにより他の大学、専門職

大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、６０単位を超えない範囲で

当該大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 
２ 前項の規定は、学生が、外国の大学（専門職大学に相当する外国の大学を含む。以下同じ。）又は

外国の短期大学に留学する場合、外国の大学又は外国の短期大学が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修する場合及び外国の大学又は外国の短期大学の教育課程を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であつて、文部科学大臣が別に指定す

るものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。  
（大学以外の教育施設等における学修） 
第２９条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科にお

ける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大

学の定めるところにより単位を与えることができる。 
２ 前項により与えることができる単位数は、前条第１項及び第２項により当該大学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 
（入学前の既修得単位等の認定） 
第３０条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に大学、専門職大学又

は短期大学において履修した授業科目について修得した単位（第３１条第１項及び第２項の規定に

より修得した単位を含む。）を、当該大学に入学した後の当該大学における授業科目の履修により修

得したものとみなすことができる。 
２ 前項の規定は、第２８条第２項の場合に準用する。 
３ 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に行つた前条第１項に規定す
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ディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様と

する。 
４ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、第１項の授業の一部を、校舎及び附属施設以

外の場所で行うことができる。 
 （成績評価基準等の明示等） 
第２５条の２ 大学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画をあらかじめ

明示するものとする。 
２ 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たつては、客観性及び厳格性を確保するため、

学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがつて適切に行うものとす

る。 
 （昼夜開講制） 
第２６条 大学は、教育上必要と認められる場合には、昼夜開講制（同一学部において昼間及び夜間

の双方の時間帯において授業を行うことをいう。）により授業を行うことができる。 
  第７章 卒業の要件等 
 （単位の授与） 
第２７条 大学は、一の授業科目を履修した学生に対しては、試験その他の大学が定める適切な方法

により学修の成果を評価して単位を与えるものとする。 
 （履修科目の登録の上限） 
第２７条の２ 大学は、学生が各年次にわたつて適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として

学生が修得すべき単位数について、学生が１年間又は１学期に履修科目として登録することができ

る単位数の上限を定めるよう努めなければならない。 
２ 大学は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもつて修得した学生については、

前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 
 （他の大学、専門職大学又は短期大学における授業科目の履修等） 
第２８条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が大学の定めるところにより他の大学、専門職

大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、６０単位を超えない範囲で

当該大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 
２ 前項の規定は、学生が、外国の大学（専門職大学に相当する外国の大学を含む。以下同じ。）又は

外国の短期大学に留学する場合、外国の大学又は外国の短期大学が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修する場合及び外国の大学又は外国の短期大学の教育課程を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であつて、文部科学大臣が別に指定す

るものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。  
（大学以外の教育施設等における学修） 
第２９条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科にお

ける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大

学の定めるところにより単位を与えることができる。 
２ 前項により与えることができる単位数は、前条第１項及び第２項により当該大学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 
（入学前の既修得単位等の認定） 
第３０条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に大学、専門職大学又

は短期大学において履修した授業科目について修得した単位（第３１条第１項及び第２項の規定に

より修得した単位を含む。）を、当該大学に入学した後の当該大学における授業科目の履修により修

得したものとみなすことができる。 
２ 前項の規定は、第２８条第２項の場合に準用する。 
３ 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に行つた前条第１項に規定す
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る学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところにより単位を与えるこ

とができる。 
４ 前３項の規定により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学、転学等

の場合を除き、当該大学において修得した単位（第２７条の３の規定により修得したものとみなす

ものとする単位を含む。）以外のものについては、第２８条第１項（同条第２項において準用する場

合を含む。）及び前条第１項により当該大学において修得したものとみなす単位数と合わせて６０

単位を超えないものとする。 
（科目等履修生等） 
第３１条 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で一又は複数の授業科目を

履修する者（以下この条において「科目等履修生」という。）に対し、単位を与えることができる。 
２ 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で学校教育法第１５条に規定する

特別の課程を履修する者（以下この条において「特別の課程履修生」という。）に対し、単位を与え

ることができる。 
３ 科目等履修生及び特別の課程履修生に対する単位の授与については、第２７条の規定を準用する。 
４ 大学は、科目等履修生、特別の課程履修生その他の学生以外の者（次項において「科目等履修生

等」という。）を相当数受け入れる場合においては、第１０条、第３７条及び第３７条の２に規定す

る基準を考慮して、教育に支障のないよう、それぞれ相当の基幹教員並びに校地及び校舎の面積を

増加するものとする。 
５ 大学は、科目等履修生等を受け入れる場合においては、一の授業科目について同時に授業を行う

これらの者の人数は、第２４条の規定を踏まえ、適当な人数とするものとする。 
（卒業の要件） 
第３２条 卒業の要件は、１２４単位以上を修得することのほか、大学が定めることとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、医学又は歯学に関する学科に係る卒業の要件は、１８８単位以上を修

得することのほか、大学が定めることとする。ただし、教育上必要と認められる場合には、大学は、

修得すべき単位の一部の修得について、これに相当する授業時間の履修をもつて代えることができ

る。 
３ 第１項の規定にかかわらず、薬学に関する学科のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主た

る目的とするものに係る卒業の要件は、１８６単位以上（将来の薬剤師としての実務に必要な薬学

に関する臨床に係る実践的な能力を培うことを目的として大学の附属病院その他の病院及び薬局

で行う実習（以下「薬学実務実習」という。）に係る２０単位以上を含む。）を修得することのほか、

大学が定めることとする。 
４ 第１項の規定にかかわらず、獣医学に関する学科に係る卒業の要件は、１８２単位以上を修得す

ることのほか、大学が定めることとする。 
５ 前４項又は第４２条の９の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第２５条第２

項の授業の方法により修得する単位数は６０単位を超えないものとする。 
６ 第１項から第４項まで又は第４２条の９の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、

第２７条の３の規定により修得したものとみなすものとする単位数は３０単位を超えないものと

する。 
 
 
２．学校教育法（抜萃） 

 
  第１章 総則 
第１条 この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、

特別支援学校、大学及び高等専門学校とする。 
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  第２章 義務教育 
第２１条 義務教育として行われる普通教育は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第５条第

２項に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 
（１）学校内外における社会的活動を促進し、自主、自律及び協同の精神、規範意識、公正な判断

力並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこ

と。 
（２）学校内外における自然体験活動を促進し、生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に

寄与する態度を養うこと。 
（３）我が国と郷土の現状と歴史について、正しい理解に導き、伝統と文化を尊重し、それらをは

ぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、進んで外国の文化の理解を通じて、

他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
（４）家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎的な理

解と技能を養うこと。 
（５）読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能力を養うこと。 
（６）生活に必要な数量的な関係を正しく理解し、処理する基礎的な能力を養うこと。 
（７）生活にかかわる自然現象について、観察及び実験を通じて、科学的に理解し、処理する基礎

的な能力を養うこと。 
（８）健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに、運動を通じて体力を養い、心

身の調和的発達を図ること。 
（９）生活を明るく豊かにする音楽、美術、文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を養う

こと。 
（１０）職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を

選択する能力を養うこと。 
  第３章 幼稚園 
第２２条 幼稚園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、幼児を保育し、幼児の健

やかな成長のために適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的とする。 
第２３条 幼稚園における教育は、前条に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成する

よう行われるものとする。 
（１）健康、安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を養い、身体諸機能の調和的発達を図

ること。 
（２）集団生活を通じて、喜んでこれに参加する態度を養うとともに家族や身近な人への信頼感を

深め、自主、自律及び協同の精神並びに規範意識の芽生えを養うこと。 
（３）身近な社会生活、生命及び自然に対する興味を養い、それらに対する正しい理解と態度及び

思考力の芽生えを養うこと。 
（４）日常の会話や、絵本、童話等に親しむことを通じて、言葉の使い方を正しく導くとともに、

相手の話を理解しようとする態度を養うこと。 
（５）音楽、身体による表現、造形等に親しむことを通じて、豊かな感性と表現力の芽生えを養う

こと。 
第２６条 幼稚園に入園することのできる者は、満３歳から、小学校就学の始期に達するまでの幼児

とする。 
  第４章 小学校 
第２９条 小学校は、心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育のうち基礎的なものを

施すことを目的とする。 
第３０条 小学校における教育は、前条に規定する目的を実現するために必要な程度において第２１

条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 
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  第２章 義務教育 
第２１条 義務教育として行われる普通教育は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第５条第

２項に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 
（１）学校内外における社会的活動を促進し、自主、自律及び協同の精神、規範意識、公正な判断

力並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこ

と。 
（２）学校内外における自然体験活動を促進し、生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に

寄与する態度を養うこと。 
（３）我が国と郷土の現状と歴史について、正しい理解に導き、伝統と文化を尊重し、それらをは

ぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、進んで外国の文化の理解を通じて、

他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
（４）家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎的な理

解と技能を養うこと。 
（５）読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能力を養うこと。 
（６）生活に必要な数量的な関係を正しく理解し、処理する基礎的な能力を養うこと。 
（７）生活にかかわる自然現象について、観察及び実験を通じて、科学的に理解し、処理する基礎

的な能力を養うこと。 
（８）健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに、運動を通じて体力を養い、心

身の調和的発達を図ること。 
（９）生活を明るく豊かにする音楽、美術、文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を養う

こと。 
（１０）職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を

選択する能力を養うこと。 
  第３章 幼稚園 
第２２条 幼稚園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、幼児を保育し、幼児の健

やかな成長のために適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的とする。 
第２３条 幼稚園における教育は、前条に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成する

よう行われるものとする。 
（１）健康、安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を養い、身体諸機能の調和的発達を図

ること。 
（２）集団生活を通じて、喜んでこれに参加する態度を養うとともに家族や身近な人への信頼感を

深め、自主、自律及び協同の精神並びに規範意識の芽生えを養うこと。 
（３）身近な社会生活、生命及び自然に対する興味を養い、それらに対する正しい理解と態度及び

思考力の芽生えを養うこと。 
（４）日常の会話や、絵本、童話等に親しむことを通じて、言葉の使い方を正しく導くとともに、

相手の話を理解しようとする態度を養うこと。 
（５）音楽、身体による表現、造形等に親しむことを通じて、豊かな感性と表現力の芽生えを養う

こと。 
第２６条 幼稚園に入園することのできる者は、満３歳から、小学校就学の始期に達するまでの幼児

とする。 
  第４章 小学校 
第２９条 小学校は、心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育のうち基礎的なものを

施すことを目的とする。 
第３０条 小学校における教育は、前条に規定する目的を実現するために必要な程度において第２１

条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 
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２ 前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及び技能を習

得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力その他

の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用いなければならない。 
第３２条 小学校の修業年限は、６年とする。 
  第５章 中学校 
第４５条 中学校は、小学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて、義務教育として行わ

れる普通教育を施すことを目的とする。 
第４６条 中学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、第２１条各号に掲げる目標

を達成するよう行われるものとする。 
第４７条 中学校の修業年限は、３年とする。 
  第６章 高等学校 
第５０条 高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普

通教育及び専門教育を施すことを目的とする。 
第５１条 高等学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成す

るよう行われるものとする。 
 （１）義務教育として行われる普通教育の成果を更に発展拡充させて、豊かな人間性、創造性及び

健やかな身体を養い、国家及び社会の形成者として必要な資質を養うこと。 
 （２）社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき、個性に応じて将来の進路を決定

させ、一般的な教養を高め、専門的な知識、技術及び技能を習得させること。 
 （３）個性の確立に努めるとともに、社会について、広く深い理解と健全な批判力を養い、社会の

発展に寄与する態度を養うこと。 
第５６条 高等学校の修業年限は、全日制の課程については、３年とし、定時制の課程及び通信制の

課程については、３年以上とする。 
  第９章 大学 
第８３条 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、

知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。 
２ 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することにより、

社会の発展に寄与するものとする。 
第８７条 大学の修業年限は、４年とする。ただし、特別の専門事項を教授研究する学部及び前条の

夜間において授業を行う学部については、その修業年限は、４年を超えるものとすることができる。 
２ 医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のうち臨床に係る実践的な能力

を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程については、前項本文の規定にかか

わらず、その修業年限は、６年とする。 
第９０条 大学に入学することのできる者は、高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者若しくは

通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学

校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣の定めるところにより、これと同等以上の学力があ

ると認められた者とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する大学は、文部科学大臣の定めるところにより、高

等学校に文部科学大臣の定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める

者を含む。）であつて、当該大学の定める分野において特に優れた資質を有すると認めるものを、当

該大学に入学させることができる。 
 （１）当該分野に関する教育研究が行われている大学院が置かれていること。 
 （２）当該分野における特に優れた資質を有する者の育成を図るのにふさわしい教育研究上の実績

及び指導体制を有すること。 
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３．教育職員免許法（抜萃） 

 

（授与） 

第５条 普通免許状は、別表第１、別表第２若しくは別表第２の２に定める基礎資格を有し、かつ、

大学若しくは文部科学大臣の指定する養護教諭養成機関において別表第１、別表第２若しくは別表第

２の２に定める単位を修得した者又はその免許状を授与するため行う教育職員検定に合格した者に授

与する。ただし、次の各号のいずれかに該当する者には、授与しない。 

（１） １８歳未満の者 

（２） 高等学校を卒業しない者（通常の課程以外の課程におけるこれに相当するものを修了しない

者を含む。）。ただし、文部科学大臣において高等学校を卒業した者と同等以上の資格を有すると認

めた者を除く。 

（３） 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

（４） 第１０条第１項第２号又は第３号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効

の日から３年を経過しない者 

（５） 第１１条第１項から第３項までの規定により免許状取上げの処分を受け、当該処分の日から

３年を経過しない者 

（６） 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊する

ことを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

２ 特別免許状は、教育職員検定に合格した者に授与する。ただし、前項各号のいずれかに該当する

者には、授与しない。 

３ 前項の教育職員検定は、次の各号のいずれにも該当する者について、教育職員に任命し、又は雇

用しようとする者が、学校教育の効果的な実施に特に必要があると認める場合において行う推薦に基

づいて行うものとする。 

（１） 担当する教科に関する専門的な知識経験又は技能を有する者 

（２） 社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持つている者 

４ 第６項に規定する授与権者は、第２項の教育職員検定において合格の決定をしようとするとき

は、学校教育に関し学識経験を有する者その他の文部科学省令で定める者の意見を聴かなければなら

ない。 

５ 臨時免許状は、普通免許状を有する者を採用することができない場合に限り、第１項各号のいず

れにも該当しない者で教育職員検定に合格したものに授与する。ただし、高等学校助教諭の臨時免許

状は、次の各号のいずれかに該当する者以外の者には授与しない。 

（１） 短期大学士の学位（学校教育法第１０４条第２項に規定する文部科学大臣の定める学位（専

門職大学を卒業した者に対して授与されるものを除く。）又は同条第６項に規定する文部科学大臣の

定める学位を含む。）又は準学士の称号を有する者 

（２） 文部科学大臣が前号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた者 

６ 免許状は、都道府県の教育委員会（以下「授与権者」という。）が授与する。 

（効力） 

第９条 普通免許状は、全ての都道府県（中学校及び高等学校の教員の宗教の教科についての免許状

にあつては、国立学校又は公立学校の場合を除く。以下この条において同じ。）において効力を有す

る。 

２ 特別免許状は、その免許状を授与した授与権者の置かれる都道府県においてのみ効力を有する。 

３ 臨時免許状は、その免許状を授与したときから３年間、その免許状を授与した授与権者の置かれ

る都道府県においてのみ効力を有する。 
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３．教育職員免許法（抜萃） 

 

（授与） 

第５条 普通免許状は、別表第１、別表第２若しくは別表第２の２に定める基礎資格を有し、かつ、

大学若しくは文部科学大臣の指定する養護教諭養成機関において別表第１、別表第２若しくは別表第

２の２に定める単位を修得した者又はその免許状を授与するため行う教育職員検定に合格した者に授

与する。ただし、次の各号のいずれかに該当する者には、授与しない。 

（１） １８歳未満の者 

（２） 高等学校を卒業しない者（通常の課程以外の課程におけるこれに相当するものを修了しない

者を含む。）。ただし、文部科学大臣において高等学校を卒業した者と同等以上の資格を有すると認

めた者を除く。 

（３） 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

（４） 第１０条第１項第２号又は第３号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効

の日から３年を経過しない者 

（５） 第１１条第１項から第３項までの規定により免許状取上げの処分を受け、当該処分の日から

３年を経過しない者 

（６） 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊する

ことを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

２ 特別免許状は、教育職員検定に合格した者に授与する。ただし、前項各号のいずれかに該当する

者には、授与しない。 

３ 前項の教育職員検定は、次の各号のいずれにも該当する者について、教育職員に任命し、又は雇

用しようとする者が、学校教育の効果的な実施に特に必要があると認める場合において行う推薦に基

づいて行うものとする。 

（１） 担当する教科に関する専門的な知識経験又は技能を有する者 

（２） 社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持つている者 

４ 第６項に規定する授与権者は、第２項の教育職員検定において合格の決定をしようとするとき

は、学校教育に関し学識経験を有する者その他の文部科学省令で定める者の意見を聴かなければなら

ない。 

５ 臨時免許状は、普通免許状を有する者を採用することができない場合に限り、第１項各号のいず

れにも該当しない者で教育職員検定に合格したものに授与する。ただし、高等学校助教諭の臨時免許

状は、次の各号のいずれかに該当する者以外の者には授与しない。 

（１） 短期大学士の学位（学校教育法第１０４条第２項に規定する文部科学大臣の定める学位（専

門職大学を卒業した者に対して授与されるものを除く。）又は同条第６項に規定する文部科学大臣の

定める学位を含む。）又は準学士の称号を有する者 

（２） 文部科学大臣が前号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた者 

６ 免許状は、都道府県の教育委員会（以下「授与権者」という。）が授与する。 

（効力） 

第９条 普通免許状は、全ての都道府県（中学校及び高等学校の教員の宗教の教科についての免許状

にあつては、国立学校又は公立学校の場合を除く。以下この条において同じ。）において効力を有す

る。 

２ 特別免許状は、その免許状を授与した授与権者の置かれる都道府県においてのみ効力を有する。 

３ 臨時免許状は、その免許状を授与したときから３年間、その免許状を授与した授与権者の置かれ

る都道府県においてのみ効力を有する。 
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（二種免許状を有する者の一種免許状の取得に係る努力義務） 

第９条の２ 教育職員で、その有する相当の免許状（主幹教諭（養護又は栄養の指導及び管理をつか

さどる主幹教諭を除く。）、指導教諭及び主務教諭（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる主務

教諭を除く。）についてはその有する相当学校の教諭の免許状、養護をつかさどる主幹教諭及び主務

教諭についてはその有する養護教諭の免許状、栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭及び主務教

諭についてはその有する栄養教諭の免許状、講師についてはその有する相当学校の教員の相当免許

状）が二種免許状であるものは、相当の一種免許状の授与を受けるように努めなければならない。 

 

別表第１（第５条、第５条の２関係）  

第１欄 第２欄 第３欄 

所用資格 

 

 

免許状の種類 

基礎資格 大学において修得することを必要とす

る最低単位数 

教科及び教職に関

する科目 

特別支援教育に関

する科目 

幼稚園教諭 

専修免許状 修士の学位を有すること。 ７５  

一種免許状 学士の学位を有すること。 ５１  

二種免許状 
短期大学士の学位を有するこ

と。 
３１  

小学校教諭 

専修免許状 修士の学位を有すること。 ８３  

一種免許状 学士の学位を有すること。 ５９  

二種免許状 
短期大学士の学位を有するこ

と。 
３７  

中学校教諭 

専修免許状 修士の学位を有すること。 ８３  

一種免許状 学士の学位を有すること。 ５９  

二種免許状 
短期大学士の学位を有するこ

と。 
３５  

高等学校

教諭 

専修免許状 修士の学位を有すること。 ８３  

一種免許状 学士の学位を有すること。 ５９  

特別支援

学校教諭 

専修免許状 

修士の学位を有すること及び小学校、

中学校、高等学校又は幼稚園の教諭の

普通免許状を有すること。 

 ５０ 

一種免許状 

学士の学位を有すること及び小学校、

中学校、高等学校又は幼稚園の教諭の

普通免許状を有すること。 

 ２６ 

二種免許状 
小学校、中学校、高等学校又は幼稚園

の教諭の普通免許状を有すること。 
 １６ 

備考 

１ この表における単位の修得方法については、文部科学省令で定める（別表第２から別表第８まで

の場合においても同様とする。）。 

１の２ 文部科学大臣は、前号の文部科学省令を定めるに当たつては、単位の修得方法が教育職員と

して必要な知識及び技能を体系的かつ効果的に修得させるものとなるよう配慮するとともに、あ

らかじめ、第１６条の３第３項の政令で定める審議会等の意見を聴かなければならない（別表第

２から別表第８までの場合においても同様とする。）。 

２ 第２欄の「修士の学位を有すること」には、大学（短期大学を除く。第６号及び第７号において

同じ。）の専攻科又は文部科学大臣の指定するこれに相当する課程に１年以上在学し、３０単位
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以上修得した場合を含むものとする（別表第２及び別表第２の２の場合においても同様とす

る。）。 

２の２ 第２欄の「学士の学位を有すること」には、文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有する

と認めた場合を含むものとする（別表第２の場合においても同様とする。）。 

２の３ 第２欄の「短期大学士の学位を有すること」には、文部科学大臣の指定する教員養成機関を

卒業した場合又は文部科学大臣が短期大学士の学位を有することと同等以上の資格を有すると認

めた場合を含むものとする（別表第２の２の場合においても同様とする。）。 

３ 高等学校教諭以外の教諭の二種免許状の授与の所要資格に関しては、第３欄の「大学」には、文

部科学大臣の指定する教員養成機関を含むものとする。 

４ この表の規定により幼稚園、小学校、中学校若しくは高等学校の教諭の専修免許状若しくは一種

免許状又は幼稚園、小学校若しくは中学校の教諭の二種免許状の授与を受けようとする者につい

ては、特に必要なものとして文部科学省令で定める科目の単位を大学又は文部科学大臣の指定す

る教員養成機関において修得していることを要するものとする（別表第２及び別表第２の２の場

合においても同様とする。）。 

５ 第３欄に定める科目の単位は、次のいずれかに該当するものでなければならない（別表第２及び

別表第２の２の場合においても同様とする。）。 

イ 文部科学大臣が第１６条の３第３項の政令で定める審議会等に諮問して免許状の授与の所要資格 

を得させるために適当と認める課程（以下「認定課程」という。）において修得したもの 

ロ 免許状の授与を受けようとする者が認定課程以外の大学の課程又は文部科学大臣が大学の課程に 

相当するものとして指定する課程において修得したもので、文部科学省令で定めるところにより当 

該者の在学する認定課程を有する大学が免許状の授与の所要資格を得させるための教科及び教職に 

関する科目として適当であると認めるもの 

６ 前号の認定課程には、第３欄に定める科目の単位のうち、教科及び教職に関する科目（教員の職

務の遂行に必要な基礎的な知識技能を修得させるためのものとして文部科学省令で定めるものに

限る。）又は特別支援教育に関する科目の単位を修得させるために大学が設置する修業年限を１

年以上とする課程を含むものとする。 

７ 専修免許状に係る第３欄に定める科目の単位数のうち、その単位数からそれぞれの一種免許状に

係る同欄に定める科目の単位数を差し引いた単位数については、大学院の課程又は大学の専攻科

の課程において修得するものとする（別表第２の２の場合においても同様とする。）。 

８ 一種免許状（高等学校教諭の一種免許状を除く。）に係る第３欄に定める科目の単位数は、短期

大学の課程及び短期大学の専攻科で文部科学大臣が指定するものの課程において修得することが

できる。この場合において、その単位数からそれぞれの二種免許状に係る同欄に定める科目の単

位数を差し引いた単位数については、短期大学の専攻科の課程において修得するものとする。 
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以上修得した場合を含むものとする（別表第２及び別表第２の２の場合においても同様とす

る。）。 

２の２ 第２欄の「学士の学位を有すること」には、文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有する

と認めた場合を含むものとする（別表第２の場合においても同様とする。）。 

２の３ 第２欄の「短期大学士の学位を有すること」には、文部科学大臣の指定する教員養成機関を

卒業した場合又は文部科学大臣が短期大学士の学位を有することと同等以上の資格を有すると認

めた場合を含むものとする（別表第２の２の場合においても同様とする。）。 

３ 高等学校教諭以外の教諭の二種免許状の授与の所要資格に関しては、第３欄の「大学」には、文

部科学大臣の指定する教員養成機関を含むものとする。 

４ この表の規定により幼稚園、小学校、中学校若しくは高等学校の教諭の専修免許状若しくは一種

免許状又は幼稚園、小学校若しくは中学校の教諭の二種免許状の授与を受けようとする者につい

ては、特に必要なものとして文部科学省令で定める科目の単位を大学又は文部科学大臣の指定す

る教員養成機関において修得していることを要するものとする（別表第２及び別表第２の２の場

合においても同様とする。）。 

５ 第３欄に定める科目の単位は、次のいずれかに該当するものでなければならない（別表第２及び

別表第２の２の場合においても同様とする。）。 

イ 文部科学大臣が第１６条の３第３項の政令で定める審議会等に諮問して免許状の授与の所要資格 

を得させるために適当と認める課程（以下「認定課程」という。）において修得したもの 

ロ 免許状の授与を受けようとする者が認定課程以外の大学の課程又は文部科学大臣が大学の課程に 

相当するものとして指定する課程において修得したもので、文部科学省令で定めるところにより当 

該者の在学する認定課程を有する大学が免許状の授与の所要資格を得させるための教科及び教職に 

関する科目として適当であると認めるもの 

６ 前号の認定課程には、第３欄に定める科目の単位のうち、教科及び教職に関する科目（教員の職

務の遂行に必要な基礎的な知識技能を修得させるためのものとして文部科学省令で定めるものに

限る。）又は特別支援教育に関する科目の単位を修得させるために大学が設置する修業年限を１

年以上とする課程を含むものとする。 

７ 専修免許状に係る第３欄に定める科目の単位数のうち、その単位数からそれぞれの一種免許状に

係る同欄に定める科目の単位数を差し引いた単位数については、大学院の課程又は大学の専攻科

の課程において修得するものとする（別表第２の２の場合においても同様とする。）。 

８ 一種免許状（高等学校教諭の一種免許状を除く。）に係る第３欄に定める科目の単位数は、短期

大学の課程及び短期大学の専攻科で文部科学大臣が指定するものの課程において修得することが

できる。この場合において、その単位数からそれぞれの二種免許状に係る同欄に定める科目の単

位数を差し引いた単位数については、短期大学の専攻科の課程において修得するものとする。 
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４．教育職員免許法施行規則（抜萃） 

 

［単位の修得方法等］ 

第１条 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号。以下「免許法」という。）別表第１から別表  
第８までにおける単位の修得方法等に関しては、この章の定めるところによる。 

［単位の計算方法］ 
第１条の２  免許法別表第１から別表第８までにおける単位の計算方法は、大学設置基準（昭和３１

年文部省令第２８号）第２１条第２項及び第３項（大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）

第１５条において準用する場合を含む。）、専門職大学設置基準（平成２９年文部科学省令第３３号）

第１４条第２項及び第３項、大学通信教育設置基準（昭和５０年文部省令第３３号）第５条、短期

大学設置基準（昭和５０年文部省令第２１号）第７条第２項及び第３項、専門職短期大学設置基準

（平成２９年文部科学省令第３４号）第１１条第２項及び第３項並びに短期大学通信教育設置基準

（昭和５７年文部省令第３号）第５条に定める基準によるものとする。  
［基礎資格を取得する場合の単位の修得方法］ 
第１条の３  免許法別表第１備考第２号の規定により専修免許状に係る基礎資格を取得する場合の単

位の修得方法は、大学院における単位の修得方法の例によるものとする。 
 
［幼稚園教諭の科目の単位の修得方法］ 
第２条  免許法別表第１に規定する幼稚園教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関

する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第１欄 
教科及び教職に 
関する科目 

左項の各科目に含めることが必要な事項 

専

修

免

許

状 

一

種

免

許

状 

二

種

免

許

状 
最

低

修

得

単

位

数 

第
２
欄 

領域及び保育内容の

指導法に関する科目 
領域に関する専門的事項 

16 16 12 
保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） 

第
３
欄 

教育の基礎的理解に

関する科目 
教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

10 10 6 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への

対応を含む。） 
教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域と

の連携及び学校安全への対応を含む。） 
幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 
教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメン

トを含む。） 

第
４
欄 

道徳、総合的な学習

の時間等の指導法及

び生徒指導、教育相

談等に関する科目 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。） 

4 4 4 
幼児理解の理論及び方法 
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）

の理論及び方法 
第
５
欄 

教育実践に関する科

目 
教育実習 5 5 5 
教職実践演習 2 2 2 

第
６
欄 

大学が独自に設定す

る科目 
 

38 14 2 

備考 
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１ 領域及び保育内容の指導法に関する科目（領域に関する専門的事項に係る部分に限る。以下「領域に関

する専門的事項に関する科目」という。）の単位の修得方法は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省

令第１１号）第３８条に規定する幼稚園教育要領で定める健康、人間関係、環境、言葉及び表現の領域

に関する専門的事項を含む科目のうち１以上の科目について修得するものとする。  
２ 保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラ

ム・マネジメントを含む。）並びに教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）は、学校教

育法施行規則第３８条に規定する幼稚園教育要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質及び能力を育

むための主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むも

のとする。 
３ 教育の基礎的理解に関する科目（特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解に係る部分

に限る。第９条の表備考第７号及び第８号において、「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対

する理解に関する科目」という。）は１単位以上を修得するものとする（次条第１項、第４条第１項、第

５条第１項、第９条及び第１０条の表の場合においても同様とする。）。 
４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目に教育課程の意義及び編

成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）の内容を含む場合にあつては、教育の基礎的理解に関

する科目に教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）の内容を含むことを

要しない（次条第１項、第４条第１項及び第５条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
５ カリキュラム・マネジメントは、次に掲げる事項を通じて、教育課程に基づき組織的かつ計画的に学校

教育の質の向上を図っていくことを取り扱うものとする（次条第１項、第４条第１項、第５条第１項、

第９条及び第１０条の表の場合においても同様とする。）。 
イ 幼児、児童及び生徒、学校及び地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の

内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこと。 
ロ 教育課程の実施状況を評価し、その改善を図っていくこと。 
ハ 教育課程の実施に必要な体制を確保するとともにその改善を図っていくこと。 

６ 教育実習は、幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む。次条第１項の表備考第５号において同じ。）、小学

校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。次条第１項の表備考第５号、第４条第

１項の表備考第７号において同じ。）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園（以下「幼保

連携型認定こども園」という。）の教育を中心とするものとする。 
７ 教育実習の単位数には、教育実習に係る事前及び事後の指導（授与を受けようとする普通免許状に係る

学校以外の学校、専修学校、社会教育に関する施設、社会福祉施設、児童自立支援施設及びボランティ

ア団体における教育実習に準ずる経験を含むことができる。）の１単位を含むものとする（次条第１項、

第４条第１項、第５条第１項、第７条第１項、第９条及び第１０条の表の場合においても同様とする。）。 
８ 教育実習の単位数には、２単位まで、学校体験活動（学校における授業、部活動等の教育活動その他の

校務に関する補助又は幼児、児童若しくは生徒に対して学校の授業の終了後若しくは休業日において学

校その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動に関する補助を体験する活動であつて教育実習以

外のものをいう。）の単位を含むことができる（次条第１項、第４条第１項、第５条第１項、第７条第１

項及び第９条の表の場合においても同様とする。この場合において、高等学校教諭又は特別支援学校教

諭の普通免許状の授与を受ける場合にあつては、「２単位」とあるのは「１単位」と読み替えるものとす

る。）。この場合において、教育実習に他の学校の教諭の普通免許状の授与を受ける場合のそれぞれの科

目の単位をもつてあてることができない（次条第１項、第４条第１項及び第５条第１項の表の場合にお

いても同様とする。）。 
９  （略） 
１０  教職実践演習は、当該演習を履修する者の教科及び教職に関する科目（教職実践演習を除く。）の履

修状況を踏まえ、教員として必要な知識技能を修得したことを確認するものとする（次条第１項、第４
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１ 領域及び保育内容の指導法に関する科目（領域に関する専門的事項に係る部分に限る。以下「領域に関

する専門的事項に関する科目」という。）の単位の修得方法は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省

令第１１号）第３８条に規定する幼稚園教育要領で定める健康、人間関係、環境、言葉及び表現の領域

に関する専門的事項を含む科目のうち１以上の科目について修得するものとする。  
２ 保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラ

ム・マネジメントを含む。）並びに教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）は、学校教

育法施行規則第３８条に規定する幼稚園教育要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質及び能力を育

むための主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むも

のとする。 
３ 教育の基礎的理解に関する科目（特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解に係る部分

に限る。第９条の表備考第７号及び第８号において、「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対

する理解に関する科目」という。）は１単位以上を修得するものとする（次条第１項、第４条第１項、第

５条第１項、第９条及び第１０条の表の場合においても同様とする。）。 
４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目に教育課程の意義及び編

成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）の内容を含む場合にあつては、教育の基礎的理解に関

する科目に教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）の内容を含むことを

要しない（次条第１項、第４条第１項及び第５条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
５ カリキュラム・マネジメントは、次に掲げる事項を通じて、教育課程に基づき組織的かつ計画的に学校

教育の質の向上を図っていくことを取り扱うものとする（次条第１項、第４条第１項、第５条第１項、

第９条及び第１０条の表の場合においても同様とする。）。 
イ 幼児、児童及び生徒、学校及び地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の

内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこと。 
ロ 教育課程の実施状況を評価し、その改善を図っていくこと。 
ハ 教育課程の実施に必要な体制を確保するとともにその改善を図っていくこと。 

６ 教育実習は、幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む。次条第１項の表備考第５号において同じ。）、小学

校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。次条第１項の表備考第５号、第４条第

１項の表備考第７号において同じ。）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園（以下「幼保

連携型認定こども園」という。）の教育を中心とするものとする。 
７ 教育実習の単位数には、教育実習に係る事前及び事後の指導（授与を受けようとする普通免許状に係る

学校以外の学校、専修学校、社会教育に関する施設、社会福祉施設、児童自立支援施設及びボランティ

ア団体における教育実習に準ずる経験を含むことができる。）の１単位を含むものとする（次条第１項、

第４条第１項、第５条第１項、第７条第１項、第９条及び第１０条の表の場合においても同様とする。）。 
８ 教育実習の単位数には、２単位まで、学校体験活動（学校における授業、部活動等の教育活動その他の

校務に関する補助又は幼児、児童若しくは生徒に対して学校の授業の終了後若しくは休業日において学

校その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動に関する補助を体験する活動であつて教育実習以

外のものをいう。）の単位を含むことができる（次条第１項、第４条第１項、第５条第１項、第７条第１

項及び第９条の表の場合においても同様とする。この場合において、高等学校教諭又は特別支援学校教

諭の普通免許状の授与を受ける場合にあつては、「２単位」とあるのは「１単位」と読み替えるものとす

る。）。この場合において、教育実習に他の学校の教諭の普通免許状の授与を受ける場合のそれぞれの科

目の単位をもつてあてることができない（次条第１項、第４条第１項及び第５条第１項の表の場合にお

いても同様とする。）。 
９  （略） 
１０  教職実践演習は、当該演習を履修する者の教科及び教職に関する科目（教職実践演習を除く。）の履

修状況を踏まえ、教員として必要な知識技能を修得したことを確認するものとする（次条第１項、第４
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条第１項、第５条第１項、第９条及び第１０条の表の場合においても同様とする。）。 
１１～１３  （略） 
１４  大学が独自に設定する科目の単位の修得方法は、領域に関する専門的事項に関する科目、保育内容 
の指導法に関する科目若しくは教諭の教育の基礎的理解に関する科目等、大学が加えるこれらに準ずる 
科目又は第２１条の２第１項の規定により文部科学大臣が指定した大学（以下「指定大学」という。） 
が加える科目について修得するものとする（次条第１項、第４条第１項及び第５条第１項の表の場合に 
おいても同様とする。）。 

１５  専修免許状又は一種免許状授与の所要資格を得るために必要な科目の単位のうち、専修免許状又は 
一種免許状に係る第２欄から第４欄に掲げる科目の単位数から二種免許状に係る同欄に掲げる科目の

単位数を差し引いた単位数までは、指定大学が加える科目の単位をもつてあてることができる（次条第

１項及び第４条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
２  学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技

能の修得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。 
３  大学は、第１項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保

するとともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。 
 
［小学校教諭の科目の単位の修得方法］ 
第３条  免許法別表第１に規定する小学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関

する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第１欄 
教科及び教職に関

する科目 
左項の各科目に含めることが必要な事項 

専

修

免

許

状 

一

種

免

許

状 

二

種

免

許

状 
最

低

修

得

単

位

数 

第
２
欄 

教科及び教科の指

導法に関する科目 
教科に関する専門的事項 

30 30 16 
各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。） 

第
３
欄 

教育の基礎的理解

に関する科目 
教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

10 10 6 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への

対応を含む。） 
教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域と

の連携及び学校安全への対応を含む。） 
幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 
教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメン

トを含む。） 
 

第
４
欄 

道徳、総合的な学習

の時間等の指導法

及び生徒指導、教育

相談等に関する科

目 

道徳の理論及び指導法 

10 10 6 

総合的な学習の時間の指導法 
特別活動の指導法 
教育の方法及び技術 
情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 
生徒指導の理論及び方法 
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の

理論及び方法 
進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 
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第
５
欄 

教育実践に関する

科目 
教育実習 5 5 5 
教職実践演習 2 2 2 

第
６
欄 

大学が独自に設定

する科目 
 

26 2 2 

備考 
１ 教科及び教科の指導法に関する科目（教科に関する専門的事項に係る部分に限る。次条第１項及び第

５条第１項の表（表の部分に限る。）を除き、以下「教科に関する専門的事項に関する科目」という。）

の単位の修得方法は、国語（書写を含む。）、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、家庭、体育及

び外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の各外国語に分ける。）（第３号及び第１１条の２の表備

考第２号において「国語等」という。）の教科に関する専門的事項を含む科目のうち１以上の科目につい

て修得するものとする。 
２ 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。）、道徳の理論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育

の方法及び技術並びに情報通信技術を活用した教育の理論及び方法は、学校教育法施行規則第５２条に

規定する小学校学習指導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質・能力を育むための主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 
３ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、専修免許状又は一種免許状の授与を受ける場合に

あつては、国語等の教科の指導法に関する科目についてそれぞれ１単位以上を、二種免許状の授与を受

ける場合にあつては、６以上の教科の指導法に関する科目（音楽、図画工作又は体育の教科の指導法に

関する科目のうち２以上を含む。）についてそれぞれ１単位以上を修得するものとする。 
４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（道徳の理論及び指導

法に係る部分に限る。）の単位の修得方法は、専修免許状又は一種免許状の場合は２単位以上、二種免許

状の場合は１単位以上修得するものとする（次条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
４の２ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（情報通信技術を

活用した教育の理論及び方法に係る部分に限る。）の単位の修得方法は、１単位以上修得するものとする

（次条第１項及び第５条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
５ 教育実習は、小学校、幼稚園、中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程、特別支

援学校の中学部及び海外に在留する邦人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が中学校の課程

と同等の課程を有するものとして認定したものを含む。次条第１項の表備考第７号及び第５条第１項の

表備考第３号において同じ。）及び幼保連携型認定こども園の教育を中心とするものとする。 
６ 各教科の指導法に関する科目の単位のうち、生活の教科の指導法に関する科目の単位にあつては２単 

位まで、特別活動の指導法に関する科目の単位にあつては１単位まで、幼稚園の教諭の普通免許状の授

与を受ける場合の保育内容の指導法に関する科目の単位をもつてあてることができる。 
２ 学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技能

の修得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。 
３ 大学は、第１項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保す

るとともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。 
 
［中学校教諭の科目の単位の修得方法］ 
第４条  免許法別表第１に規定する中学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関

する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第１欄 
教科及び教職に関

する科目 
左項の各科目に含めることが必要な事項 

専

修

免

一

種

免

二

種

免
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第
５
欄 

教育実践に関する

科目 
教育実習 5 5 5 
教職実践演習 2 2 2 

第
６
欄 

大学が独自に設定

する科目 
 

26 2 2 

備考 
１ 教科及び教科の指導法に関する科目（教科に関する専門的事項に係る部分に限る。次条第１項及び第

５条第１項の表（表の部分に限る。）を除き、以下「教科に関する専門的事項に関する科目」という。）

の単位の修得方法は、国語（書写を含む。）、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、家庭、体育及

び外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の各外国語に分ける。）（第３号及び第１１条の２の表備

考第２号において「国語等」という。）の教科に関する専門的事項を含む科目のうち１以上の科目につい

て修得するものとする。 
２ 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。）、道徳の理論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育

の方法及び技術並びに情報通信技術を活用した教育の理論及び方法は、学校教育法施行規則第５２条に

規定する小学校学習指導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質・能力を育むための主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 
３ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、専修免許状又は一種免許状の授与を受ける場合に

あつては、国語等の教科の指導法に関する科目についてそれぞれ１単位以上を、二種免許状の授与を受

ける場合にあつては、６以上の教科の指導法に関する科目（音楽、図画工作又は体育の教科の指導法に

関する科目のうち２以上を含む。）についてそれぞれ１単位以上を修得するものとする。 
４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（道徳の理論及び指導

法に係る部分に限る。）の単位の修得方法は、専修免許状又は一種免許状の場合は２単位以上、二種免許

状の場合は１単位以上修得するものとする（次条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
４の２ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（情報通信技術を

活用した教育の理論及び方法に係る部分に限る。）の単位の修得方法は、１単位以上修得するものとする

（次条第１項及び第５条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
５ 教育実習は、小学校、幼稚園、中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程、特別支

援学校の中学部及び海外に在留する邦人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が中学校の課程

と同等の課程を有するものとして認定したものを含む。次条第１項の表備考第７号及び第５条第１項の

表備考第３号において同じ。）及び幼保連携型認定こども園の教育を中心とするものとする。 
６ 各教科の指導法に関する科目の単位のうち、生活の教科の指導法に関する科目の単位にあつては２単 

位まで、特別活動の指導法に関する科目の単位にあつては１単位まで、幼稚園の教諭の普通免許状の授

与を受ける場合の保育内容の指導法に関する科目の単位をもつてあてることができる。 
２ 学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技能

の修得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。 
３ 大学は、第１項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保す

るとともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。 
 
［中学校教諭の科目の単位の修得方法］ 
第４条  免許法別表第１に規定する中学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関

する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第１欄 
教科及び教職に関

する科目 
左項の各科目に含めることが必要な事項 

専

修

免

一

種

免

二

種

免
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許

状 
許

状 
許

状 
最

低

修

得

単

位

数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第
２
欄 

教科及び教科の指

導法に関する科目 
教科に関する専門的事項 

28 28 12 
各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。） 

第
３
欄 

教育の基礎的理解

に関する科目 
教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

10 
(6) 

10 
(6) 

6 
(3) 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への

対応を含む。） 
教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域と

の連携及び学校安全への対応を含む。） 
幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 
教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメン

トを含む。） 

第
４
欄 

道徳、総合的な学

習の時間等の指導

法及び生徒指導、

教育相談等に関す

る科目 

道徳の理論及び指導法 

10 
(6) 

10 
(6) 

6 
(4) 

総合的な学習の時間の指導法 
特別活動の指導法 
教育の方法及び技術 
情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 
生徒指導の理論及び方法 
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の

理論及び方法 
進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 

第
５
欄 

教育実践に関する

科目 
教育実習 5 

(3) 
5 

(3) 
5 

(3) 
教職実践演習 2 2 2 

第
６
欄 

大学が独自に設定

する科目 
 

28 4 4 

備考 
１ 教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、次に掲げる免許教科の種類に応じ、それ

ぞれ定める教科に関する専門的事項に関する科目についてそれぞれ１単位以上修得するものとする。 
イ 国語 国語学（音声言語及び文章表現に関するものを含む。）、国文学（国文学史を含む。）、漢文学、

書道（書写を中心とする。） 
ロ 社会 日本史・外国史、地理学（地誌を含む。）、「法律学、政治学」、「社会学、経済学」、「哲学、倫理

学、宗教学」 
ハ 数学 代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータ 
ニ 理科 物理学、化学、生物学、地学、物理学実験・化学実験・生物学実験・地学実験 
ホ 音楽 ソルフェージュ、声楽（合唱及び日本の伝統的な歌唱を含む。）、器楽（合奏及び伴奏並びに和

楽器を含む。）、指揮法、音楽理論・作曲法（編曲法を含む。）・音楽史（日本の伝統音楽及び諸民族の音

楽を含む。） 
ヘ 美術 絵画（映像メディア表現を含む。）、彫刻、デザイン（映像メディア表現を含む。）、工芸、美術

理論・美術史（鑑賞並びに日本の伝統美術及びアジアの美術を含む。） 
ト 保健体育 体育実技、「体育原理、体育心理学、体育経営管理学、体育社会学、体育史」・運動学（運

動方法学を含む。）、生理学（運動生理学を含む。）、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保

健、学校安全及び救急処置を含む。） 
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チ 保健 生理学・栄養学、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保健、学校安全及び救急処

置を含む。） 
リ 技術 材料加工（実習を含む。）、機械・電気（実習を含む。）、生物育成、情報とコンピュータ 
ヌ 家庭 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。）、被服学（被服実習を含む。）、食物学（栄養

学、食品学及び調理実習を含む。）、住居学、保育学 
ル 職業 産業概説、職業指導、「農業、工業、商業、水産」、「農業実習、工業実習、商業実習、水産実習、

商船実習」 
ヲ 職業指導 職業指導、職業指導の技術、職業指導の運営管理 
ワ 英語 英語学、英語文学、英語コミュニケーション、異文化理解 
カ 宗教 宗教学、宗教史、「教理学、哲学」 
２ 前号に掲げる教科に関する専門的事項は、一般的包括的な内容を含むものでなければならない（次条

第１項の表の場合においても同様とする。）。 
３ 英語以外の外国語の免許状の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得

方法は、それぞれ英語の場合の例によるものとする（次条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
４ 第１号中「 」内に示された事項は当該事項の１以上にわたつて行うものとする（次条第１項、第９

条、第１５条第２項、第１８条の２及び第６４条第２項の表の場合においても同様とする。）。ただし、

「農業、工業、商業、水産」の修得方法は、これらの教科に関する専門的事項に関する科目のうち２以

上の教科に関する専門的事項に関する科目（商船をもつて水産と替えることができる。）についてそれぞ

れ２単位以上を修得するものとする。 
５ 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。）、道徳の理論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育

の方法及び技術並びに情報通信技術を活用した教育の理論及び方法は、学校教育法施行規則第７４条に

規定する中学校学習指導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質・能力を育むための主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 
６ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受けようとする免許教科について、専修免許状又

は一種免許状の授与を受ける場合にあつては８単位以上を、二種免許状の授与を受ける場合にあつては

２単位以上を修得するものとする（次条第１項の表の場合においても同様とする。この場合において、

「８単位以上を、二種免許状の授与を受ける場合にあつては２単位以上」とあるのは「４単位以上」と

読み替えるものとする。）。 
７ 教育実習は、中学校、小学校及び高等学校（中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部及び海

外に在留する邦人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有す

るものとして認定したものを含む。次条第１項の表備考第３号において同じ。）の教育を中心とするもの

とする。 
８ 教育実習の単位は、中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程、特別支援学校の中

学部、海外に在留する邦人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程

を有するものとして認定したもの及び附則第２２項第２号に規定する中学校に相当する旧令による学校

を含む。）又は高等学校（中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部、海外に在留する邦人の子女

のための在外教育施設で、文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定したも

の及び同項第３号に規定する高等学校に相当する旧令による学校を含む。）において、教員（海外に在留

する邦人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が中学校又は高等学校の課程と同等の課程を有

するものとして認定したものにおいて教育に従事する者を含む。）として１年以上良好な成績で勤務し

た旨の実務証明責任者の証明を有する者については、経験年数１年について１単位の割合で、表に掲げ

る普通免許状の授与を受ける場合の各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的理解に関する

科目等（教育実習を除く。）の単位をもつて、これに替えることができる（次条第１項の表の場合におい

ても同様とする。） 
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チ 保健 生理学・栄養学、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保健、学校安全及び救急処

置を含む。） 
リ 技術 材料加工（実習を含む。）、機械・電気（実習を含む。）、生物育成、情報とコンピュータ 
ヌ 家庭 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。）、被服学（被服実習を含む。）、食物学（栄養

学、食品学及び調理実習を含む。）、住居学、保育学 
ル 職業 産業概説、職業指導、「農業、工業、商業、水産」、「農業実習、工業実習、商業実習、水産実習、

商船実習」 
ヲ 職業指導 職業指導、職業指導の技術、職業指導の運営管理 
ワ 英語 英語学、英語文学、英語コミュニケーション、異文化理解 
カ 宗教 宗教学、宗教史、「教理学、哲学」 
２ 前号に掲げる教科に関する専門的事項は、一般的包括的な内容を含むものでなければならない（次条

第１項の表の場合においても同様とする。）。 
３ 英語以外の外国語の免許状の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得

方法は、それぞれ英語の場合の例によるものとする（次条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
４ 第１号中「 」内に示された事項は当該事項の１以上にわたつて行うものとする（次条第１項、第９

条、第１５条第２項、第１８条の２及び第６４条第２項の表の場合においても同様とする。）。ただし、

「農業、工業、商業、水産」の修得方法は、これらの教科に関する専門的事項に関する科目のうち２以

上の教科に関する専門的事項に関する科目（商船をもつて水産と替えることができる。）についてそれぞ

れ２単位以上を修得するものとする。 
５ 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。）、道徳の理論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育

の方法及び技術並びに情報通信技術を活用した教育の理論及び方法は、学校教育法施行規則第７４条に

規定する中学校学習指導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質・能力を育むための主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 
６ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受けようとする免許教科について、専修免許状又

は一種免許状の授与を受ける場合にあつては８単位以上を、二種免許状の授与を受ける場合にあつては

２単位以上を修得するものとする（次条第１項の表の場合においても同様とする。この場合において、

「８単位以上を、二種免許状の授与を受ける場合にあつては２単位以上」とあるのは「４単位以上」と

読み替えるものとする。）。 
７ 教育実習は、中学校、小学校及び高等学校（中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部及び海

外に在留する邦人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有す

るものとして認定したものを含む。次条第１項の表備考第３号において同じ。）の教育を中心とするもの

とする。 
８ 教育実習の単位は、中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程、特別支援学校の中

学部、海外に在留する邦人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程

を有するものとして認定したもの及び附則第２２項第２号に規定する中学校に相当する旧令による学校

を含む。）又は高等学校（中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部、海外に在留する邦人の子女

のための在外教育施設で、文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定したも

の及び同項第３号に規定する高等学校に相当する旧令による学校を含む。）において、教員（海外に在留

する邦人の子女のための在外教育施設で、文部科学大臣が中学校又は高等学校の課程と同等の課程を有

するものとして認定したものにおいて教育に従事する者を含む。）として１年以上良好な成績で勤務し

た旨の実務証明責任者の証明を有する者については、経験年数１年について１単位の割合で、表に掲げ

る普通免許状の授与を受ける場合の各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的理解に関する

科目等（教育実習を除く。）の単位をもつて、これに替えることができる（次条第１項の表の場合におい

ても同様とする。） 
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８の２ 前号に規定する実務証明責任者は、中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程

及び特別支援学校の中学部並びに附則第２２項第２号に規定する中学校に相当する旧令による学校を含

む。）又は高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部並びに同項第３号に規定する高

等学校に相当する旧令による学校を含む。）の教員にあってはその者の勤務する学校の教員についての

免許法別表第３の第３欄に規定する実務証明責任者と同様とし、海外に在留する邦人の子女のための在

外教育施設で、文部科学大臣が中学校又は高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定したも

のにおいて教育に従事する者にあってはその者についての第６７条の表第３欄に規定する実務証明責任

者と同様とする（次条第１項の表の場合においても同様とする。）。 
９ 音楽及び美術の各教科についての普通免許状については、当分の間、各教科の指導法に関する科目及 
び教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位数（専修免許状に係る単位数については、教育職員免 
許法別表第１備考第７号の規定を適用した後の単位数）のうちその半数までの単位は、当該免許状に係 
る教科に関する専門的事項に関する科目について修得することができる。この場合において、各教科の 
指導法に関する科目にあつては１単位以上、その他の科目にあつては括弧内の数字以上の単位を修得す 
るものとする。 

２  学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技

能の修得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。  
３  各教科の指導法に関する科目及び教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位を修得させるた

めに大学が設置する修業年限を１年とする課程における単位の修得方法は、第１項に定める修得方

法の例によるものとする。  
４  大学は、第１項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保

するとともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。 
 
［高等学校教諭の科目の単位の修得方法］ 
第５条  免許法別表第１に規定する高等学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に

関する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第１欄 
教科及び教職に関

する科目 
左項の各科目に含めることが必要な事項 

専

修

免

許

状 

一

種

免

許

状 
最

低

修

得

単

位

数 
 
 
 
 
 
 
 
 

第
２
欄 

教科及び教科の指

導法に関する科目 
教科に関する専門的事項 

24 24 
各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。） 

第
３
欄 

教育の基礎的理解

に関する科目 
教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

10 
(4) 

10 
(4) 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。） 
教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域との連

携及び学校安全への対応を含む。） 
幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 
特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解 
教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを

含む。） 

第
４
欄 

道徳、総合的な学

習の時間等の指導

法及び生徒指導、

教育相談等に関す

総合的な探究の時間の指導法 
8 

(5) 
8 

(5) 
特別活動の指導法 
教育の方法及び技術 
情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 
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る科目 生徒指導の理論及び方法 
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論

及び方法 
進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 

第
５
欄 

教育実践に関する

科目 
教育実習 3 

(2) 
3 

(2) 
教職実践演習 2 2 

第
６
欄 

大学が独自に設定

する科目 
 

36 12  

備考 
１ 教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、免許教科の種類に応じ、それぞれ定める

教科に関する専門的事項に関する科目についてそれぞれ１単位以上修得するものとする。 
イ 国語 国語学（音声言語及び文章表現に関するものを含む。）、国文学（国文学史を含む。）、漢文学 
ロ 地理歴史 日本史、外国史、人文地理学・自然地理学、地誌 
ハ 公民 「法律学（国際法を含む。）、政治学（国際政治を含む。）」、「社会学、経済学（国際経済を含む。）」、

「哲学、倫理学、宗教学、心理学」 
ニ 数学 代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータ 
ホ 理科 物理学、化学、生物学、地学、「物理学実験、化学実験、生物学実験、地学実験」 
ヘ 音楽 ソルフェージュ、声楽（合唱及び日本の伝統的な歌唱を含む。）、器楽（合奏及び伴奏並びに和

楽器を含む。）、指揮法、音楽理論・作曲法（編曲法を含む。）・音楽史（日本の伝統音楽及び諸民族の音

楽を含む。） 
ト 美術 絵画（映像メディア表現を含む。）、彫刻、デザイン（映像メディア表現を含む。）、美術理論・

美術史（鑑賞並びに日本の伝統美術及びアジアの美術を含む。） 
チ 工芸 図法・製図、デザイン、工芸制作（プロダクト制作を含む。）、工芸理論・デザイン理論・美術

史（鑑賞並びに日本の伝統工芸及びアジアの工芸を含む。） 
リ 書道 書道（書写を含む。）、書道史、「書論、鑑賞」、「国文学、漢文学」 
ヌ 保健体育 体育実技、「体育原理、体育心理学、体育経営管理学、体育社会学、体育史」・運動学（運

動方法学を含む。）、生理学（運動生理学を含む。）、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保

健、学校安全及び救急処置を含む。） 
ル 保健 「生理学、栄養学、微生物学、解剖学」、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保健、

学校安全及び救急処置を含む。） 
ヲ 看護 「生理学、生化学、病理学、微生物学、薬理学」、看護学（成人看護学、老年看護学及び母子看

護学を含む。）、看護実習 
ワ 家庭 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。）、被服学（被服実習を含む。）、食物学（栄養

学、食品学及び調理実習を含む。）、住居学、保育学 
カ 情報 情報社会（職業に関する内容を含む。）・情報倫理、コンピュータ・情報処理、情報システム、

情報通信ネットワーク、マルチメディア表現・マルチメディア技術 
ヨ 農業 農業の関係科目、職業指導 
タ 工業 工業の関係科目、職業指導 
レ 商業 商業の関係科目、職業指導 
ソ 水産 水産の関係科目、職業指導 
ツ 福祉 社会福祉学（職業指導を含む。）、高齢者福祉・児童福祉・障害者福祉、社会福祉援助技術、介

護理論・介護技術、社会福祉総合実習（社会福祉援助実習及び社会福祉施設等における介護実習を含む。）、

人体構造に関する理解・日常生活行動に関する理解、加齢に関する理解・障害に関する理解 
ネ 商船 商船の関係科目、職業指導 
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る科目 生徒指導の理論及び方法 
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論

及び方法 
進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 

第
５
欄 

教育実践に関する

科目 
教育実習 3 

(2) 
3 

(2) 
教職実践演習 2 2 

第
６
欄 

大学が独自に設定

する科目 
 

36 12  

備考 
１ 教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、免許教科の種類に応じ、それぞれ定める

教科に関する専門的事項に関する科目についてそれぞれ１単位以上修得するものとする。 
イ 国語 国語学（音声言語及び文章表現に関するものを含む。）、国文学（国文学史を含む。）、漢文学 
ロ 地理歴史 日本史、外国史、人文地理学・自然地理学、地誌 
ハ 公民 「法律学（国際法を含む。）、政治学（国際政治を含む。）」、「社会学、経済学（国際経済を含む。）」、

「哲学、倫理学、宗教学、心理学」 
ニ 数学 代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータ 
ホ 理科 物理学、化学、生物学、地学、「物理学実験、化学実験、生物学実験、地学実験」 
ヘ 音楽 ソルフェージュ、声楽（合唱及び日本の伝統的な歌唱を含む。）、器楽（合奏及び伴奏並びに和

楽器を含む。）、指揮法、音楽理論・作曲法（編曲法を含む。）・音楽史（日本の伝統音楽及び諸民族の音

楽を含む。） 
ト 美術 絵画（映像メディア表現を含む。）、彫刻、デザイン（映像メディア表現を含む。）、美術理論・

美術史（鑑賞並びに日本の伝統美術及びアジアの美術を含む。） 
チ 工芸 図法・製図、デザイン、工芸制作（プロダクト制作を含む。）、工芸理論・デザイン理論・美術

史（鑑賞並びに日本の伝統工芸及びアジアの工芸を含む。） 
リ 書道 書道（書写を含む。）、書道史、「書論、鑑賞」、「国文学、漢文学」 
ヌ 保健体育 体育実技、「体育原理、体育心理学、体育経営管理学、体育社会学、体育史」・運動学（運

動方法学を含む。）、生理学（運動生理学を含む。）、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保

健、学校安全及び救急処置を含む。） 
ル 保健 「生理学、栄養学、微生物学、解剖学」、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保健、

学校安全及び救急処置を含む。） 
ヲ 看護 「生理学、生化学、病理学、微生物学、薬理学」、看護学（成人看護学、老年看護学及び母子看

護学を含む。）、看護実習 
ワ 家庭 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。）、被服学（被服実習を含む。）、食物学（栄養

学、食品学及び調理実習を含む。）、住居学、保育学 
カ 情報 情報社会（職業に関する内容を含む。）・情報倫理、コンピュータ・情報処理、情報システム、

情報通信ネットワーク、マルチメディア表現・マルチメディア技術 
ヨ 農業 農業の関係科目、職業指導 
タ 工業 工業の関係科目、職業指導 
レ 商業 商業の関係科目、職業指導 
ソ 水産 水産の関係科目、職業指導 
ツ 福祉 社会福祉学（職業指導を含む。）、高齢者福祉・児童福祉・障害者福祉、社会福祉援助技術、介

護理論・介護技術、社会福祉総合実習（社会福祉援助実習及び社会福祉施設等における介護実習を含む。）、

人体構造に関する理解・日常生活行動に関する理解、加齢に関する理解・障害に関する理解 
ネ 商船 商船の関係科目、職業指導 
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ナ 職業指導 職業指導、職業指導の技術、職業指導の運営管理 
ラ 英語 英語学、英語文学、英語コミュニケーション、異文化理解 
ム 宗教 宗教学、宗教史、「教理学、哲学」 
２ 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。）、総合的な探究の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技術並びに情

報通信技術を活用した教育の理論及び方法は、学校教育法施行規則第８４条に規定する高等学校学習指

導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質・能力を育むための主体的・対話的で深い学びの実現に

向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 
３ 教育実習は、高等学校及び中学校の教育を中心とするものとする。 
４ 教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位は、教育の基礎的理解に関する科目にあつては８単位

まで、道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目、教育実習並びに

教職実践演習にあつてはそれぞれ２単位まで、幼稚園、小学校又は中学校の教諭の普通免許状の授与を

受ける場合のそれぞれの科目の単位をもつてあてることができる。 
５ 数学、理科、音楽、美術、工芸、書道、農業、商業、水産及び商船の各教科についての普通免許状に

ついては、当分の間、各教科の指導法に関する科目及び教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位

数（専修免許状に係る単位数については、教育職員免許法別表第１備考第７号の規定を適用した後の単

位数）のうちその半数までの単位は、当該免許状に係る教科に関する専門的事項に関する科目について

修得することができる。この場合において、各教科の指導法に関する科目にあつては１単位以上、その

他の科目にあつては括弧内の数字以上の単位を修得するものとする。 
６ 工業の普通免許状の授与を受ける場合は、当分の間、各教科の指導法に関する科目及び教諭の教育の

基礎的理解に関する科目等（専修免許状に係る単位数については、免許法別表第１備考第７号の規定を

適用した後の単位数）の全部又は１部の単位は、当該免許状に係る教科に関する専門的事項に関する科

目について修得することができる。 
７ 専修免許状又は一種免許状授与の所要資格を得るために必要な科目の単位のうち、教科及び教科の指

導法に関する科目にあつては８単位まで、教育の基礎的理解に関する科目にあつては６単位まで、道徳、

総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目にあつては４単位まで、指定大学

が加える科目の単位をもつてあてることができる。 
２  学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技

能の修得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。  
３  各教科の指導法に関する科目及び教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位を修得させるた

めに大学が設置する修業年限を１年とする課程における単位の修得方法は、第１項に定める修得方

法の例によるものとする。 
４  大学は、第１項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保

するとともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。  
 
［特別支援教育に関する科目の単位の修得方法］ 
第７条  免許法別表第１に規定する特別支援学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の特別支援教

育に関する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 
最

低

修

得

単

位

数 

特別支援教育に関する科目 

免許状の種類 
特別支援学校教諭 

専修 
免許状 

一種 
免許状 

二種 
免許状 

第１欄 特別支援教育の基礎理論に関する科目 2 2 2 
第２欄 特別支援教育領域に関

する科目 
心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の心理、生理及び病理に関す
16 16 8 
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る科目 

心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の教育課程及び指導法に関

する科目 
第３欄 免許状に定められるこ

ととなる特別支援教育

領域以外の領域に関す

る科目 

心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の心理、生理及び病理に関す

る科目 
5 5 3 

心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の教育課程及び指導法に関

する科目 
第４欄 心身に障害のある幼児、児童又は生徒についての教育実習 3 3 3 

備考 
１ 第１欄に掲げる科目は、特別支援学校の教育に係る、心身に障害のある幼児、児童又は生徒につい

ての教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想並びに心身に障害のある幼児、児童又は生徒につい

ての教育に係る社会的、制度的又は経営的事項を含むものとする。 
２ 第２欄に掲げる科目の単位の修得方法は、特別支援教育領域のうち、１又は２以上の免許状教育領

域（授与を受けようとする免許状に定められることとなる特別支援教育領域をいう。第５号及び次項

において同じ。）について、それぞれ次のイ又はロに定める単位を修得するものとする。 
イ 視覚障害者又は聴覚障害者に関する教育の領域を定める免許状の授与を受けようとする場合にあ

つては、当該領域に関する心身に障害のある幼児、児童又は生徒の心理、生理及び病理に関する科目

（以下「心理等に関する科目」という。）並びに当該領域に関する心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の教育課程及び指導法に関する科目（以下「教育課程等に関する科目」という。）について合わ

せて８単位（二種免許状の授与を受ける場合にあつては４単位）以上（当該心理等に関する科目に係

る１単位以上及び当該教育課程等に関する科目に係る２単位（二種免許状の授与を受ける場合にあつ

ては１単位）以上を含む。） 
ロ 知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に関する教育の領域を定

める免許状の授与を受けようとする場合にあつては、当該領域に関する心理等に関する科目及び当該

領域に関する教育課程等に関する科目について合わせて４単位（二種免許状の授与を受ける場合にあ

つては２単位）以上（当該心理等に関する科目に係る１単位以上及び当該教育課程等に関する科目に

係る２単位（二種免許状の授与を受ける場合にあつては１単位）以上を含む。） 
３ 教育課程等に関する科目は、各特別支援教育領域に関する自立活動に関する内容を含むものとす

る。 
４ 知的障害者に関する教育の領域に関する教育課程等に関する科目は、そのカリキュラム・マネジメ

ントを含むものとする。 
５ 第３欄に掲げる科目は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者、病弱者及び複数の

種類の障害を併せ有する者に関する教育並びにその他障害により教育上特別の支援を必要とする者

（発達障害者を含む。）に対する教育に関する事項のうち、免許状教育領域に関する事項以外の全て

の事項を含むものとする。 
６ 第４欄に定める単位は、特別支援学校において、教員として１年以上良好な成績で勤務した旨の実

務証明責任者の証明を有するものについては、経験年数１年について１単位の割合で、それぞれ第１

欄から第３欄までに掲げる科目に関する単位をもつて、これに替えることができる。 
７ 前号に規定する実務証明責任者は、特別支援学校の教員についての免許法別表第３の第３欄に規定 
する実務証明責任者と同様とする（第５項第３号においても同様とする。） 

２  免許法別表第１に規定する特別支援学校教諭の専修免許状の授与を受ける場合の特別支援教育に

関する科目の単位は、前項に規定するもののほか、免許状教育領域の種類に応じ、大学の加える特
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る科目 

心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の教育課程及び指導法に関

する科目 
第３欄 免許状に定められるこ

ととなる特別支援教育

領域以外の領域に関す

る科目 

心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の心理、生理及び病理に関す

る科目 
5 5 3 

心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の教育課程及び指導法に関

する科目 
第４欄 心身に障害のある幼児、児童又は生徒についての教育実習 3 3 3 

備考 
１ 第１欄に掲げる科目は、特別支援学校の教育に係る、心身に障害のある幼児、児童又は生徒につい

ての教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想並びに心身に障害のある幼児、児童又は生徒につい

ての教育に係る社会的、制度的又は経営的事項を含むものとする。 
２ 第２欄に掲げる科目の単位の修得方法は、特別支援教育領域のうち、１又は２以上の免許状教育領

域（授与を受けようとする免許状に定められることとなる特別支援教育領域をいう。第５号及び次項

において同じ。）について、それぞれ次のイ又はロに定める単位を修得するものとする。 
イ 視覚障害者又は聴覚障害者に関する教育の領域を定める免許状の授与を受けようとする場合にあ

つては、当該領域に関する心身に障害のある幼児、児童又は生徒の心理、生理及び病理に関する科目

（以下「心理等に関する科目」という。）並びに当該領域に関する心身に障害のある幼児、児童又は

生徒の教育課程及び指導法に関する科目（以下「教育課程等に関する科目」という。）について合わ

せて８単位（二種免許状の授与を受ける場合にあつては４単位）以上（当該心理等に関する科目に係

る１単位以上及び当該教育課程等に関する科目に係る２単位（二種免許状の授与を受ける場合にあつ

ては１単位）以上を含む。） 
ロ 知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に関する教育の領域を定

める免許状の授与を受けようとする場合にあつては、当該領域に関する心理等に関する科目及び当該

領域に関する教育課程等に関する科目について合わせて４単位（二種免許状の授与を受ける場合にあ

つては２単位）以上（当該心理等に関する科目に係る１単位以上及び当該教育課程等に関する科目に

係る２単位（二種免許状の授与を受ける場合にあつては１単位）以上を含む。） 
３ 教育課程等に関する科目は、各特別支援教育領域に関する自立活動に関する内容を含むものとす

る。 
４ 知的障害者に関する教育の領域に関する教育課程等に関する科目は、そのカリキュラム・マネジメ

ントを含むものとする。 
５ 第３欄に掲げる科目は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者、病弱者及び複数の

種類の障害を併せ有する者に関する教育並びにその他障害により教育上特別の支援を必要とする者

（発達障害者を含む。）に対する教育に関する事項のうち、免許状教育領域に関する事項以外の全て

の事項を含むものとする。 
６ 第４欄に定める単位は、特別支援学校において、教員として１年以上良好な成績で勤務した旨の実

務証明責任者の証明を有するものについては、経験年数１年について１単位の割合で、それぞれ第１

欄から第３欄までに掲げる科目に関する単位をもつて、これに替えることができる。 
７ 前号に規定する実務証明責任者は、特別支援学校の教員についての免許法別表第３の第３欄に規定 
する実務証明責任者と同様とする（第５項第３号においても同様とする。） 

２  免許法別表第１に規定する特別支援学校教諭の専修免許状の授与を受ける場合の特別支援教育に

関する科目の単位は、前項に規定するもののほか、免許状教育領域の種類に応じ、大学の加える特
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別支援教育に関する科目についても修得することができる。 
３～７  （略）  
８  免許法別表第１備考第６号に規定する特別支援教育に関する科目の単位を修得させるために大学

が設置する修業年限を１年以上とする課程（以下「特別支援教育特別課程」という。）における特別

支援教育に関する科目の単位の修得方法は、第１項から第５項までに定める修得方法の例によるも

のとする。 
 
（略） 
 
 第６６条の６ 免許法別表第１備考第４号に規定する文部科学省令で定める科目の単位は、日本国憲

法２単位、体育２単位、外国語コミュニケーション２単位並びに数理、データ活用及び人工知能に

関する科目２単位又は情報機器の操作２単位とする。 
 
（略）  
 

 

５．小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律 

 
（趣旨） 
第１条 この法律は、義務教育に従事する教員が個人の尊厳及び社会連帯の理念に関する認識を深め

ることの重要性にかんがみ、教員としての資質の向上を図り、義務教育の一層の充実を期する観

点から、小学校又は中学校の教諭の普通免許状の授与を受けようとする者に、障害者、高齢者等

に対する介護、介助、これらの者との交流等の体験を行わせる措置を講ずるため、小学校及び中

学校の教諭の普通免許状の授与について教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）の特例等

を定めるものとする。 
（教育職員免許法の特例） 
第２条 小学校及び中学校の教諭の普通免許状の授与についての教育職員免許法第５条第１項の規定

の適用については、当分の間、同項中「修得した者」とあるのは、「修得した者（１８歳に達した

後、７日を下らない範囲内において文部科学省令で定める期間、特別支援学校又は社会福祉施設

その他の施設で文部科学大臣が関係行政機関の長と協議して定めるものにおいて、障害者、高齢

者等に対する介護、介助、これらの者との交流等の体験を行った者に限る。）」とする。 
２ 前項の規定により読み替えられた教育職員免許法第５条第１項の規定による体験（以下「介護等

の体験」という。）に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。 
３ 介護等に関する専門的知識及び技術を有する者又は身体上の障害により介護等の体験を行うこと

が困難な者として文部科学省令で定めるものについての小学校及び中学校の教諭の普通免許状の

授与については、第１項の規定は、適用しない。 
（関係者の責務） 
第３条 国、地方公共団体及びその他の関係機関は、介護等の体験が適切に行われるようにするため

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
２ 特別支援学校及び社会福祉施設その他の施設で文部科学大臣が関係行政機関の長と協議して定め

るものの設置者は、介護等の体験に関し必要な協力を行うよう努めるものとする。 
３ 大学及び文部科学大臣の指定する教員養成機関は、その学生又は生徒が介護等の体験を円滑に行

うことができるよう適切な配慮をするものとする。 
（教員の採用時における介護等の体験の勘案） 
第４条 小学校、中学校又は義務教育学校の教員を採用しようとする者は、その選考に当たっては、
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この法律の趣旨にのっとり、教員になろうとする者が行った介護等の体験を勘案するよう努める

ものとする。 
 

 

６．小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律 

施行規則 

 
 （介護等の体験の期間） 
第１条 小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）第２条第１項の文部科学省令で定める期間は、７日間とする。 
（介護等の体験を行う施設） 
第２条 特例法第２条第１項の文部科学大臣が定める施設は、次のとおりとする。 
１ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等

学校又は中等教育学校（これらのうち、同法第８１条第２項若しくは第３項に規定する特別支援学

級を置くもの又は学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第５６条若しくは第５６条

の２（これらの規定を同令第７９条、第７９条の６又は第１０８条第１項において準用する場合を

含む。）、第８６条若しくは第８６条の２（これらの規定を同令第１０８条第２項において準用する

場合を含む。）若しくは第１４０条の規定による特別の教育課程を編成するものに限る。） 
２ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、

障害児入所施設、児童発達支援センター、児童心理治療施設、児童自立支援施設又は障害児通所支

援（児童発達支援又は放課後等デイサービスに限る。）を行う施設 
３ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する身体障害者福祉センター又は身体障

害者生活訓練等事業を行う施設 
４ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する救護施設、更生施設又は授産施設 
５ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定する授産施設 
６ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する老人デイサービスセンター、老人短期入所

施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター、有料老人ホー

ム又は老人居宅生活支援事業（老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機能型居宅介

護事業又は認知症対応型老人共同生活援助事業に限る。）を行う施設 
７ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）に規定する居宅生活支援

事業又は養護事業を行う施設 
８ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する介護老人保健施設、介護医療院又は居宅サー

ビス（通所リハビリテーション又は短期入所療養介護に限る。）若しくは地域密着型サービス（複合

型サービスに限る。）を行う施設 
９ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成１４年法律第１６７号）第１１条

第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設 
１０ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

に規定する障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害福祉サービス（療養介護、

生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、自立訓練、就労選択支援、就労移行支援又は就労継

続支援に限る。）を行う施設 
１１ ハンセン病問題の解決の促進に関する法律（平成２０年法律第８２号）に規定する国立ハンセ

ン病療養所等 
１２ 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律（平成２８年法

律第１０５号）に規定する不登校児童生徒の学習活動に対する支援を行う公立の教育施設 
１３ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第５２号）に規定する女性自立

320



 
 

この法律の趣旨にのっとり、教員になろうとする者が行った介護等の体験を勘案するよう努める

ものとする。 
 

 

６．小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律 

施行規則 

 
 （介護等の体験の期間） 
第１条 小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）第２条第１項の文部科学省令で定める期間は、７日間とする。 
（介護等の体験を行う施設） 
第２条 特例法第２条第１項の文部科学大臣が定める施設は、次のとおりとする。 
１ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等

学校又は中等教育学校（これらのうち、同法第８１条第２項若しくは第３項に規定する特別支援学

級を置くもの又は学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第５６条若しくは第５６条

の２（これらの規定を同令第７９条、第７９条の６又は第１０８条第１項において準用する場合を

含む。）、第８６条若しくは第８６条の２（これらの規定を同令第１０８条第２項において準用する

場合を含む。）若しくは第１４０条の規定による特別の教育課程を編成するものに限る。） 
２ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、

障害児入所施設、児童発達支援センター、児童心理治療施設、児童自立支援施設又は障害児通所支

援（児童発達支援又は放課後等デイサービスに限る。）を行う施設 
３ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する身体障害者福祉センター又は身体障

害者生活訓練等事業を行う施設 
４ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する救護施設、更生施設又は授産施設 
５ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定する授産施設 
６ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する老人デイサービスセンター、老人短期入所

施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター、有料老人ホー

ム又は老人居宅生活支援事業（老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機能型居宅介

護事業又は認知症対応型老人共同生活援助事業に限る。）を行う施設 
７ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）に規定する居宅生活支援

事業又は養護事業を行う施設 
８ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する介護老人保健施設、介護医療院又は居宅サー

ビス（通所リハビリテーション又は短期入所療養介護に限る。）若しくは地域密着型サービス（複合

型サービスに限る。）を行う施設 
９ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成１４年法律第１６７号）第１１条

第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設 
１０ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

に規定する障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害福祉サービス（療養介護、

生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、自立訓練、就労選択支援、就労移行支援又は就労継

続支援に限る。）を行う施設 
１１ ハンセン病問題の解決の促進に関する法律（平成２０年法律第８２号）に規定する国立ハンセ

ン病療養所等 
１２ 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律（平成２８年法

律第１０５号）に規定する不登校児童生徒の学習活動に対する支援を行う公立の教育施設 
１３ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第５２号）に規定する女性自立
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支援施設 
１４ 前各号に掲げる施設に準ずる施設として文部科学大臣が認める施設 
（介護等の体験を免除する者） 
第３条 特例法第２条第３項に規定する介護等に関する専門的知識及び技術を有する者として文部科

学省令で定めるものは次の各号の１に該当する者とする。 
１ 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第７条の規定により保健師の免許を受けて

いる者 
２ 保健師助産師看護師法第７条の規定により助産師の免許を受けている者 
３ 保健師助産師看護師法第７条の規定により看護師の免許を受けている者 
４ 保健師助産師看護師法第８条の規定により准看護師の免許を受けている者 
５ 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第５条第１項の規定により特別支援学校の教員の

免許を受けている者 
６ 理学療法士及び作業療法士法（昭和４０年法律第１３７号）第３条の規定により理学療法士の免

許を受けている者 
７ 理学療法士及び作業療法士法第３条の規定により作業療法士の免許を受けている者 
８ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第４条の規定により社会福祉士の資格

を有する者 
９ 社会福祉士及び介護福祉士法第３９条の規定により介護福祉士の資格を有する者 
１０ 義肢装具士法（昭和６２年法律第６１号）第３条の規定により義肢装具士の免許を受けている

者 
２ 特例法第２条第３項に規定する身体上の障害により介護等の体験を行うことが困難な者として文

部科学省令で定めるものは、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者のうち、同法第１５条

第４項の規定により交付を受けた身体障害者手帳に、障害の程度が１級から６級である者として記

載されている者とする。 
（介護等の体験に関する証明書） 
第４条 小学校又は中学校の教諭の普通免許状の授与を受けようとする者は、教育職員免許法第５条

の２第１項の規定による免許状の授与の申出を行うに当たって、同項に規定する書類のほか、介護

等の体験を行った学校又は施設の長が発行する介護等の体験に関する証明書を提出するものとす

る。 
２ 学校又は施設の長は、小学校又は中学校の普通免許状の授与を受けようとする者から請求があっ

たときは、その者の介護等の体験に関する証明書を発行しなければならない。 
３ 証明書の様式は、別記様式のとおりとする。 
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